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く・も・ん・通・信

　今月初め、大分のハイパー・ネットワーク社会研究所の研究員たちと一緒に、ソウルに3泊4日の見学旅行をしてきました。

すでに500万世帯を越える人 の々間にDSLやケーブルモデムでの広帯域インターネット・アクセスが可能になっている、広帯

域世界最先進国の韓国で、それが実際にどんな使われ方をしているかを見聞したいというのが、今回のツアーの主眼でし

た。

　そこで、会津泉さんや、もとリクルートの永井さんなどにアレンジをお願いして、ウェブのページの作成や編集を支援する“コ

ンテント・マネジメント”用のプラットフォームを開発しているI-On社の訪問を皮切りに、オンラインの共同購入ビジネスを立ち

上げて急成長したInternet Buy Together社や、サムスン系のスタートアップで通信事業者とISPの間に入って各種のソリュー

ションを提供するビジネスをグローバルに展開しようとしているMPEON社などいくつかの企業や、情報通信部のインターネッ

ト担当局長さんのお話を伺うなど、集中的にあちこちをまわってみました。とりわけ圧巻だったのは、立席や椅子席、オンライ

ン・ゲームやネット・サーフィンなどいろいろなセクションに分かれ、数百台のPCを配置している韓国最大のPC房、「メガウェ

ブステーション」の絢爛豪華さでした。ちょうど明日から連休にかかるという金曜日の夕方（韓国は普段、土曜日は休日になっ

ていないそうです）でしたが、けっこう混み合っていました。私たちはそこで1台のパソコンを借り、その画面を使って、韓国の

民放の一つであるSBSの、インターネット部門（SBSi）のプロデューサーをしているベーさんから、同社の事業の解説をして

いただきました。そのサービスは会員制になっていて、会員カードの発行がその中核にあるのですが、すでに700万人の会

員を獲得しているそうです。SBSの放映した過去数年の番組のほとんどがデジタル化されてデータベースに収められ、会員

はウィンドウズ・メディア・プレヤーを使ってオン・ディマンドで自由に閲覧ができます。現在の速度は200kbpsと比較的低速

で、メディア・プレヤーの画面は小さいし、人気のある番組へのアクセスは容易ではありませんが、アクセスできさえすれば、

かなりの品質の動画が楽しめます。また、音楽もすでに数十万曲がデータベース化されていて、15曲までであれば、無料で

ネットにアクセスして好きなだけ聴くことができ、オフィスで仕事をしながら自分の選んだ音楽を楽しんでいる人も多いのだそ

うです。あるいは、放送局の時間の一部を貰って、曲をリクエストするのではなく、自分がディスク・ジョッキーになって好きな

曲を放送することができるような仕組みもあります。こうしたことは、インターネットへの高速常時接続環境が当たり前になって

いればこそできることでしょう。加えて、韓国では著作権制度がそれほど発達していなかったおかげで、こうした新しいシス

テムを導入するさいの著作権の移転問題なども、比較的容易に解決できたのだそうです。

　アルバイトで私たちの通訳を勤めてくれたイーさんは、大学院で日本学を専攻している女性ですが、お兄さんはネットの技

術者で、自宅には高速接続環境があります。イーさんは、今回の仕事の間、路上でも地下鉄の中でも携帯電話をフルに使っ

て（韓国では、地下鉄の中でも携帯電話が使えます。車中で人 は々大声で話し合っているので携帯電話で話していても別

に気にならないようです）連絡を取っていましたが、PC房に立ち寄った時は、そこのパソコンからさっとメールをチェックして

いました。

　そういったことも合わせて考えると、韓国の場合、無線と有線の通信が、また娯楽とビジネス、あるいはネティズン的なグルー

プ活動が、相互補完的に利用され、相乗効果をもって発展していく可能性が高いように思われてなりません。アメリカの場合

は、広帯域化が進むと共にマスメディアが勢いを取り戻すばかりか、コンテントの有料化が進み、その一方で“平等主義”的

なインターネットは死滅するかあるいはネットの片隅においやられてしまうといった予測（www.wired.com/wired/archive/9.05/

broadband.html）さえなされているのですが、韓国の状況を見ると必ずしもそうとは限らないと思われてきます。他方、新興

通信事業者のハナロの挑戦を受けて立った既存通信事業者のKTテレコムが、ごく短期間に200万を越えるDSLサービス加

入者を獲得してトップに躍り出たり、先のベーさんの会社のように、既存の民間放送事業者がインターネットにも進出して大成

功をおさめているといったところからすれば、「第二次産業革命期の通信・放送事業者は第三次産業革命期の新情報通信

企業には変身できない」と決めつけることもないように思われてきます。そういえば、ベーさんが解説の間に“ネティズン”とい

う言葉を繰り返し使っていたのが印象的でした。SBSiは、まさに“ウェブ・ライフスタイル”のイネーブラー（enabler）そのもの

かもしれません。

　ちなみに、ふと立ち寄った都心部の小さなPC房の主人が、専用線の回線料が高いのが悩みの種だが、最近こんな勧誘

が来ているといって見せてくれたのが、何と無線LANの勧誘でした。今回の訪問先では、情報通信部でも、サムソン系のモ

バイル新興企業のMPEONでも、無線LANの話はほとんど出なかったので、ことによると韓国はDSLや携帯電話の成功の陰

で無線LANには出遅れているのかなと想像しかかっていた時に、具体的な反例を目にして、あらためて心強い思いをしまし

た。

　当分、韓国の状況には目が離せません。とくに広帯域通信の応用分野で、どんな新しいアプリケーションやグループ活動

の試みが出てくるのか楽しみです。パソコン通信時代からの私たちの旧い友人であるユー・キョンヒーさんは、70歳の今日

でも、韓国の高齢者たちのネットワーク組織である「集賢殿」の代表者として、翻訳業務その他、高齢者の間でのテレワーク

の普及をめざしてがんばっておられます。その一方で日韓の地方自治体の間をつなぐテレビ会議を、すでに5回にわたって

実現させ、このほど日本の総務省の表彰を受けることになったそうです。韓国のネティズンたちの活動のいっそうの発展を祈

りたいと思います。

公文俊平

「智場」記事一覧

http://www.glocom.ac.jp/top/publication.j.html
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情報技術と法制度（１）
山田  肇（GLOCOM客員教授）

林紘一郎（GLOCOM特別研究員・慶應義塾大学教授）

林　　この「21世紀の法制度」シリーズも4回目とな

りました。今回は、「技術と経済」、「技術と経営」、「技
術と法律」ということを研究していらっしゃる山田肇

さんにご出席いただきました。これまでの出席者の

中では、名和小太郎先生が技術から入って、社会
制度、あるいは法律という分野に進まれたのです

が、山田さんの場合は、現時点でも技術者の立場

を維持されながら、なおその他に幅広い関心をお
持ちなので、楽しい対談ができるのではないかと思

います。

林　　最初に、通信傍受法に関する技術的側面

からのいろいろな調査を終わられたばかりというこ
とですが、ネットワーク犯罪とセキュリティのお話か

らお聞かせいただけませんか。

山田　　第2回対談で日本総研の大谷和子さん

が、G8の国々から法執行機関と産業界が参加し

て、ネットワーク犯罪防止のために対話の機会をつ
くっているという話がでました。第3回の対談では弁

護士の牧野二郎さんが、会社に置かれたLANの

中にソフトウェアを組み込んで、そこを通過する通
信をすべてモニターしている場合があるという話を

されています。最近、私は、こういう通信と通信シス

テムの安全と、個人のプライバシーという問題につ
いて関心を持っています。

　ご承知の通り、ネットワーク犯罪は急増していて、

アメリカで今年3月に発表された調査結果によると、
昨年1年間の被害総額は3億7800万ドル（約400億

円）に達しています。その金額は、1999年の2億

6600万ドル、あるいは、それ以前の3年間の平均1
億2000万ドルに比べても圧倒的に多い。毎年1.5倍

～2倍ずつ被害が増えているということです。日本

でも同じように、サーバへの不正アクセス件数が、
四半期ごとに600件を超えるくらいの割合で起きて

いるということが調査機関に報告されています。こ

れは報告された件数ですから、実際にはもっとたく
さん起きているはずです。

　私は、ネットワークにアクセスして不正行為をは

たらくことに対して、社会がどのようなインフラストラ
クチャで防衛していくのかということに関心を持っ

ています。いま、政府はIPv6ということを直接表現し

てIT政策を推進しようとしています。IPv6になれば、
冷蔵庫や電子レンジなどがすべてネットワークにつ

ながるということがよく言われています。たとえば、

スーパーマーケットに出かけた主婦がネットワーク
にアクセスすると、自宅の冷蔵庫にいま何が残って

いるのかを確認できます。あるいは、冷蔵庫の中に

豚肉とキャベツがあるから、「今日は鍋回肉を作れ
ます」と冷蔵庫が教えることも考えられます。このよ

うに、家庭の電化製品までネットーワークにつなぐと

いう話が宣伝されていますが、これが本当に幸せ
なことなのかどうかは分かりませんし、それを利用

者が受け入れるかということも分かりません。しか

し、ネットワーク犯罪者にとっては、それはとても幸
せなことですね。

　ネットワーク犯罪にはいろいろな類型があります。

ついこの間、日本で作られた歴史教科書が歴史を
きちんと記述していないと考えた中国や韓国の人

たちが、文部科学省や産経新聞社のサイトにいっ

せいにアクセスして、サーバをパンクさせたという
事件が起きています。これを犯罪と言っていいかど

うかはわかりませんが、1年ほど前には、アメリカで

eBayやYahooのサイトが同じような攻撃を受けてい
ます。ネットワーク犯罪者にとっては、仮に冷蔵庫や

「セキュリティ」「プライバシー」「サービス」を見据えて

ネットワーク犯罪とプライバシーの保護



GLOCOM「智場」No.65

3

［プロフィール］

電子レンジを仲間に引き込めれば、その攻撃の程

度をもっと増すことができます。一人で考えて、何百

万台の冷蔵庫にいっせいにどこかのサイトにアク
セスせよと命令すれば、あっという間にそのサイトを

パンクさせることができますし、場合によっては、そ

のサイトにつながっている通信網自体を停止させ
ることができるかもしれません。

　もう一つは、コンピュータウィルスをそこらじゅうに

撒き散らすということですが、それも同じように、冷
蔵庫や電子レンジを拠点にして実行することがで

きると思います。ただそれは、冷蔵庫や電子レンジ

が命令に従ってくれる場合に限られます。そのため
にはどうすればいいかと、まず犯罪者は考えます。

通常、インターネットで行われているのは、IDとかパ

スワードを入れて真正な使用者かどうかを判断し、
真正な使用者であればその命令に従うということ

です。さきほどの例で言えば、主婦がスーパーマー

ケットから自分の家の冷蔵庫にアクセスすれば、冷
蔵庫は必ずIDやパスワードを聞いてくるはずです。

それが正しければつながりますね。しかし、IDやパ

スワードは、どのみち、0と1を単に組み合わせただ
けですから、端から順番に何百万回でも何千万回

でもアクセスしていけば、そのうち、真正な使用者

のIDやパスワードと同じ組み合わせができてしまう
かもしれません。ネットワーク犯罪者が一つ目の冷

蔵庫を仲間に入れてしまえば、その冷蔵庫から次

の冷蔵庫へアクセスして、また仲間にしていく。そう
して、ねずみ算式に何百万台の冷蔵庫や電子レン

ジを仲間にひきずりこんだところで、たとえば一つの

サイトに大量の接続要求を送るとか、あるいは不特

定多数のコンピュータにウィルスを送るということを
すれば、たちまちネットワークに大きな混乱を起こせ

ます。

林　　似たような話で局面は違うのですが、昨日、

物流関係の団体で話をしなければならず、いった

いEコマースと物流というのはどうなっているのか
と、しばらく歴史をさかのぼって考えました。むかし

は非常に牧歌的で、「市場」という場所に行かなけ

れば取引できないという状況でしたが、それは不便
さの度合いも高いけれども確実性の度合いも高い

んですね。代金決済で、ものの引き渡しと支払が同

時になされるわけですから。ところが、電子的な世
界になると世界中が市場になって、どこで何が行わ

れているかわからないという不透明性があります

し、取引の解約や確認など、費用が逆にかかるよう
になっているわけです。それは、通信ネットワークも

同じなのでしょうか。片方で便利さは増しますが、

危険の度合いも高まりますね。

山田　　たとえば、本人を確実に認証しようとすれ

ば、暗号の使用ということが言われています。暗号
を使うのはもちろんいいことなのでしょうが、通信の

分野における暗号というのは、足し算と掛け算を組

み合わせた単なる数学演算で、暗号のカギと平文
をどのように計算するかという問題に過ぎないわけ

●山田 肇（やまだ・はじめ）

1952年生まれ。1974年慶應義塾大学工学部卒業。1976年同大学大学院工学研究科修士課程修了。1984年同大学にて工学博士

号取得（超伝導回路構成法に関する研究）。1990年にはMIT技術経営学修士課程を修了。1976年、旧電電公社（現NTT）に入社。

1984年以降、研究戦略立案、共同研究交渉、新規事業創出などの研究開発マネジメント業務を担当。1996年よりグループ標準化戦

略を担当。2000年よりGLOCOM客員教授。科学技術政策研究所客員研究官、郵政研究所客員研究官、経済産業研究所客員研究

員としても活動。日本工業標準調査会電子部会、情報部会等委員、電気通信技術審議会作業計画専門委員会専門委員、電信電話

技術委員会企画調査委員会委員長などを歴任。1999年ITU協会賞受賞。2000年日本規格協会標準化文献奨励賞受賞。2000年電

信電話委員会感謝状。著書に『技術経営戦略』（共著、生産性出版、1999年）、『技術競争と世界標準』（NTT出版、1999年）、『世界

標準の形成と戦略』(日本国際問題研究所、2001年)がある。

1963年東京大学法学部卒業、同年旧電電公社（現NTT）に入社。民営化後、NTTアメリカ社長などを経て、96年退社。現在、慶應義

塾大学メディア・コミュニケーション研究所教授、GLOCOM特別研究員。

●林紘一郎（はやし・こういちろう）
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です。そのカギの長さは、たとえば60ビットとか108

ビットといったある幅でしか決まっていないので、た

とえばカギが108ビットであっても、端から順番に挑
戦していけば解ける可能性があるわけです。

　実際にカナダにあるCerticomという会社が、昨

年、108ビットのカギを使用した暗号の解読コンテス
トを、1万ドルの賞金をかけて開催したそうです。そ

のコンテストの優勝チームがどのように1万ドルを獲

得したかというと、40ヶ国から1300人を動員して、
9500台のコンピュータで分散的に解読を試みたの

だそうです。ですから、賞金は、参加者一人当たり7

ドルか8ドルしかもらえないという、さびしい結果と
なってしまいました（笑）。暗号を解読できるのは本

人に限られるはずでしたが、本人でなくても、このよ

うに大量動員すれば本人のふりをすることができる
わけです。さきほどの冷蔵庫や電子レンジの話に戻

りますが、100万台の電子レンジが24時間、同じよう

に暗号の解読作業をして、もっともらしい平文がで
きたら、それを犯罪者のところに戻すというシステム

を組めば、それも可能になってしまうかもしれませ

ん。
　通信の世界では、バーチャルにビジネスが展開

されると、購入者は本当に本人なのか、それとも偽

者なのかという識別がどんどん難しくなってきます。
電子署名といっても、それは「普通のコンピュータ、

あるいはスーパーコンピュータで何年計算をしない

と解読できないことになっています」という、相対的
な安全性しかありません。10年前のように、フェイ

ス・トゥ・フェイスでしか買い物ができなければ、少

なくとも、その人がきちんと支払いをするかどうかと
いうことは確認できますよね。

林　　それは商取引の基本原則で、同時履行の
抗弁といって「お金を払わなければモノをあげな

い。モノを渡さなければお金を払わない。だから一

緒にやりなさい」ということなのです。ネットワーク社
会になると、今おっしゃったような形で解き放したほ

うが便利なのですが、そのときには安全性の犠牲

がともなうわけです。技術でそれを補えるのでしょう
か。たとえば、指紋とか声紋といった身体的特徴だ

と相当確実性が高いという説がありますが、それに

ついてはいかがでしょうか。

山田　　もちろん、個人の物理的な属性に近いと

ころを照合のカギにするということで、問題をある程

度まで軽減することはできると思います。ただし、す
べてそれは相対的な問題にすぎないのではない

かと思っています。かりに、指紋を照合するというこ

とを行った場合、普通に考えると、まず指紋をデジタ
ル画像として収集して、蓄積してあるデジタル画像

との比較計算を行うという方法しか考えられないわ

けです。どんなに難しいアルゴリズムを使ったとし
ても、やることは基本的には同じだと思います。そう

すると、ニセ指紋の010100、つまりデジタル情報を

与えて比較演算させると、もしかしたら認証してし
まうかもしれません。

　さきほどから冷蔵庫や電子レンジと繰り返し言っ

ているのは、そこに組み込まれているプロセッサ
が、ほとんどの時間は実際の用途には使われない

だろうからです。冷蔵庫の中の在庫を確認したり料

理の手配をしたりする時間というのは、24時間のう
ち5分か10分程度でしょう。それ以外の23時間以上

空いている、要するにひまな機械にひたすら0と1を

少しずつ変えた計算をさせるのは、攻撃側としては
非常に容易ですね。悪いことをしやすいわけです。

林　　山田さんのような方が犯罪者側に荷担する
と、大変なことになるということがわかりました（笑）。

それでは、それを防ぐとすれば、どのレベルで防ぐ

ことになりますか。

山田　　通常、犯罪捜査には2つの方法しかありま

せん。一つは現行犯逮捕、もう一つは残った証拠か
ら分析して追跡していくという方法です。現場をお

さえる方は、いまのネットワーク犯罪の場合には、ま

さに通信傍受に相当するわけです。どのIPアドレス
からどのようなアクセスがきているかを見ていて、そ

れが不正であれば捕まえるというわけです。実は、

それとほとんど類似の技術はすでに商売になって
います。それは、前回、牧野さんも言及されていまし
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たCookieです。インターネットのホームページとそれ

を見に行った人のブラウザの間で、利用者の気づ

かないところで通信がなされて、利用者のID、IPア
ドレス、個人情報がサーバ側に移っていくというシ

ステムです。利用者にしてみれば、次に使用する際

に一から情報を入れ直さなくてもよいといった便利
なことがあるのですが、それは通信の過程で個人

情報が知らない間に漏洩しているということと、ほと

んど同等なことが起こっているわけです。その技術
を使うと、たとえば、犯罪者のIPアドレスがわかれ

ば、すぐにさかのぼって犯罪者を捕まえられます。

Cookieのようなマーケティング技術と、この世界で
の通信傍受の技術はほとんど類似ではないかと思

います。

　一方で、痕跡をたどるということは非常に難しくな
ります。たとえば、麻薬取引であれば、電話で麻薬

取引の約束をしている現場をおさえなくても、あと

で薬物そのものを見つける、あるいは薬物の袋に
ついた指紋を見つけるということで捜査ができるわ

けですが、ネットワーク犯罪の場合では、サーバが

壊されるなどという犯罪が起きた場合、犯罪行為は
すべてバーチャルな世界で行われており、物理的

な証拠が残りません。そのため、痕跡をたどるという

ことが非常に困難になります。通常行われるのは通
信記録をたどることです。わかりやすく言えば、電子

メールを送ったときに、ヘッダ情報だけでも蓄積し

ておいてアクセス経路をたどることだと思うのです
が、実はそれが非常に難しいことなのです。

　たとえば、単純な計算ですが、加入者100万人の

インターネットサービスプロバイダ（ISP）があったと
します。その100万人の加入者が毎日10通ずつ電

子メールを送ったとします。ヘッダ情報は100バイト

程度の長さしかありませんが、全部蓄積しておくと、
1日で1ギガバイトくらいになってしまいます。1ギガ

バイトというのは、2000字の日本語を書いたA4版

25万ページに相当します。そのくらいの情報量が
ISPに蓄積されなければなりません。

　ISPが通信記録を保存するのは料金を徴収する

ためです。通信記録がないと、使ったという証拠が
残らないので料金を徴収できません。そこで、その

ようなすさまじい量であっても、一徴収期間、通常は

1ヶ月ですが、保存しておくということになっていま

す。ところが最近、定額料金制、要するにつなぎっ
ぱなしが普及してきて、どんなに使っても月に3000

円とか5000円ということになりました。この制度で

は、ISPにアクセスしてきたのが加入者本人である
ことが確認できれば、その人がどこにアクセスしよう

が何分アクセスしようがそれを記録しておく必要は

ないわけです。ですから、通信を記録しておこうと
いうインセンティブがどんどん下がっていくことにな

ります。ただ、さきほどCookieの話をしましたが、通

信記録をマーケティングに利用することができると
すれば、ISPも少しはやる気になるかもしれません。

たとえば、「林さんという人はアメリカの法律関係の

サイトに頻繁にアクセスしているようだから、法律関
係の新刊案内を送りましょう」といったことです。そう

いうことがなければ、定額料金制のもとでは通信記

録を保存しておこうという気にはならないわけで
す。それは犯罪者にしてみると、痕跡がほとんど残

らないので好都合というわけです。

林　　これはいま、大変な分水嶺にあるような気が

します。一方では、捜査機関の捜査能力が著しく落

ちているのではないかという懸念があります。国松
元警視庁長官狙撃事件は歴史の転換点の象徴

だったと思うのですが、警察側にそういった認識は

まったくありません。当事者はなんとかなると思って
いますが、警察はほとんど無力になっているという

ことを庶民のほうがむしろよく知っています。とくに、

石原都知事はよくご存知で、「もう、自衛隊を導入す
る以外、組織犯罪と闘えないのではないか」という

くらいの危機感を持っています。事実、ニューヨーク

に在住している日本人ですら、「帰国して歌舞伎町
で飲んだら怖かった」と言っていました。

　他方では、通信の秘密というところに縛りがか

かってくると、言論の自由がいかに脅かされるかと
いうことについてアメリカ人は非常にセンシティブ

に議論し、裁判を起こしています。日本では、あまり

そういうことを裁判で争ってはいませんし、必ずしも
世間的には大問題だとは思われていません。一つ
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は、ワイヤータッピング（盗聴）そのものが、日本のほ

うが頻度が低かったということだと思います。日本

のほうが治安度が高いということもあるでしょう。ま
た、アメリカ法では、意外にも「電話の盗聴はプライ

バシーの侵害ではない」という判例があって、わりと

ルーズでしたし、かつFBIやCIAをはじめとする機
関が、盗聴ができなれば自分たちの職務遂行が危

うくなるということで一生懸命やってきたということ

があります。しかし、ここのところを安易に崩すと、
オーウェルの描いた世界1になってしまいますよね。

これはどちらも正しいので、議論するしかないのだ

ろうと思います。

山田　　通信の秘密は守らなければならない、プ

ライバシーを保護しなければならないというのは正
しいと思います。ただ、それを守ることだけに熱心

になっていると、これまで説明してきたように、ネット

ワーク犯罪者がそれを悪用して罪を犯します。なお
かつ、本当に冷蔵庫や電子レンジがつながるように

なれば、その犯罪の危険性もどんどん増しますね。

そうして撹乱されるインフラストラクチャが社会に
与える影響は、非常に大きくなっていくわけです。で

すから、防御も行わなければなりません。防御しよう

とすると、傍受あるいは通信記録の閲覧が行われ
ることになります。それは、他に物理的な証拠が残ら

ないからですが、プライバシーは侵害されますね。

そういう問題について、アメリカではどのような論調
があるかというと、ライス国家安全保障担当大統領

補佐官は、「アメリカ経済に活力を与え軍事力の優

位を支えている、まさにその技術が我 を々脆弱にし
ている」と言って、サイバーテロの防止に対して政

府と企業の協力を訴えたということが、つい最近新

聞に出ていました。また、クリントン大統領時代に
「Commission on National Security / 21st Century」

というコミッションが組織され、そこにはギングリッジ

前下院議長等も参加しているようですが、そこでも
同じような議論がなされているようです。ギングリッ

ジのメモが雑誌に載っている2のですが、面白かっ

たのは、いままで話してきたネットワーク犯罪、極端
な場合はサイバーテロですが、サイバーテロは実

行が極めて容易だと言いきっていることです。核兵

器を作ろうと思ったら非常に膨大な時間や費用が

かかりますし、化学兵器を作ろうと思ったらオウム真
理教事件のときのように一定の施設が必要です。し

かし、サイバーテロは、その個人が通信技術に通じ

ていれば、あっという間にできる可能性があります。
そういう意味で実行が極めて容易なのですが、一

方で、社会の基幹をなすコンピュータ・システムが

攻撃されることにより、社会が大混乱するという危
険があります。ところが、アメリカの国防関係者は、

核兵器や化学兵器といった、いままで危険と思わ

れていた兵器に対する防御については一生懸命
考えていて、逆に、それが大事だという思い込みが

ありすぎて、サイバーテロに対する防衛をしなけれ

ばならないという意識が欠落しています。これに対
して、ハイテク産業、まさに情報通信産業はドッグイ

ヤーで生きていて、超近視眼的に目先のビジネス

ばかりを考えているので、社会の安全や国家の安
全ということにはまったく配慮していません。このよ

うなことを指摘して、ギングリッジは「サイバーテロ

に対する官民の協力と対応が必要」と言っていま
す。

　ヨーロッパでも、同じように議論の場を作ろうとい

う傾向があります。産業界や政府、人権擁護団体な
どからいろいろな人が入って、何年かかってもいい

から、どこでプライバシーの保護と犯罪の防止との

妥協点を見出すかということについて、オープンに
議論しています。第2回対談で大谷さんが言及さ

れたG8の会合も、まさにその会合です。外務省が

発表している正式名称は、「G8ハイテク犯罪対策・
官民合同ハイレベル会合」です。今年の5月に東京

で第2回会合が開催されました。こういう議論を行う

ことは必要だと思います。そして、技術者、法律家、
社会学者、市民団体の代表というように、様 な々分

野の人が参加することが必要ですね。

林　　なるほど。“技術と法律”というと、これまで

もっとも遠い関係と考えられてきました。だいたい、

法律家と話をすると「私は“技術”がわからない。林
さんは会社人間だったから“技術”がわかるでしょ
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う」と言われます。私もほとんどわかりませんが、両

者の間を採るというのはなかなか難しいですね。

山田　　そうですね。アメリカの電気電信技術者

協会の機関紙『IEEE Spectrum』に面白い記事が

出ていました3。法律を制定する人たちは、「オリジ
ナルでなくてもいい。むしろ、大多数の人が同意で

きる」ような案を求め、その案を作っていくプロセス

を大事にして、「そのプロセスの間にいかに合意が
形成されているか」を大切にしています。それに対

して、技術者とか研究者は、「オリジナルでなけれ

ばならない。結果がすべてであって、他を圧した高
性能とか、初めて見る機械といったものを作ること

が誇り」であるわけです。それが本当にいいもので

あれば世界を支配してもいいと思いがちで、プロセ
スよりも結果を、多数よりも個人というように、思考形

態がまったく別であるということがその記事には書

かれていました。ですから、両者の間で対話をする
と、まったくわけがわからなくなってしまうことが多い

のです。しかし、いまだからこそ、議論しなければな

らないんだということが、その記事で提案されてい
ます。

林　　私自身の見方は、論理性を追究するという
発想法において、“法律と技術”はほとんど同じで

はないかと思っています。とくに、論理性を追究する

学問の一つの究極が数学だとすれば、数学者は社
会科学に攻め込むときに経済学に向かったのは間

違いで、実は、最初は法学に向かうべきだったとい

うのが、私自身の主張です。私は、本当は対話はで
きるだろうと思います。

林　　話題を変えまして、いま起こっているいろい

ろな事象、極端なものはサイバーテロですが、そう

いう問題もひょっとすると、ネットワークの構成法にも
非常に密接に関係があるのではないでしょうか。昔

だと、どこかに中央司令所めいたものがあったわけ

で、いまはそれがまったくないというか、LANが相
互につながっていて超分散、超自立型になってい

ます。これは、今後もこの方向に進むのでしょうか。

山田　　私はそのように思っています。オフィスか
ら外部に電話をする場合、中央で管理された電話

網を利用せざるを得ませんが、かりにオフィスの中

でLANを使用しようと思うと、ほとんど誰も管理して
いません。インターネットは分散処理されている、な

るべく中央での管理レベルを落とすという方向で

ネットワークが構築されています。いま、通信技術の
大勢は、その方向に向かって動いています。おそら

く、通信網の規模が拡大して、中央管理することが

ほとんどできなくなったということが原因で、分散的
なさまざまな機器、さまざまなノードが分担して、全

体として調和をもって機能するという方向に動いて

いるのではないかと思います。ただ、そうなると、さき
ほどから話をしているネットワークの安全を保障す

るための犯罪捜査等が、非常にやりにくくなります。

　よくテレビドラマで、誘拐事件が起こって犯人か
ら電話がかかってくると、犯人がどこから電話をか

けているのかを調べたりしますが、あれは犯人が電

話をかけている間はずっと回線がつながったまま
なので、追いかけることができるわけです。テレビド

ラマでは、ちゃんと追いかけられるように「話を長くし

てください」と言ったりします。一定の時間つながっ
ていれば、必ずどこからかけている電話かが分か

るわけです。ところが、インターネットのようなパケッ

ト通信だと、パケットを送った瞬間はつながっていま
すが、その次の瞬間には接続が切れるわけです。

そうすると、どんなに長い時間パケットをやりとりして

も、どこから発せられたかは分かりにくいのです。さ
きほどの回線交換型でつながっているものに比べ

ると、圧倒的に分かりにくいわけです。しかも、自動

車に乗って携帯でインターネットに接続している場
合、基地局も時々刻々切り替わってしまい、追跡は

非常に難しくなります。ネットワークが分散処理型に

なっていくと、ネットワーク犯罪の危険性はますます
高まるのではないかと思います。おっしゃるように、

ネットワークが分散処理型になっていくということ

は、それを許容するような社会制度、たとえば法律
制度ができているかどうかということが問題になっ

分散型社会に向けたサービス
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てきます。技術は、たしかにその方向を指向してい

ます。オフィスのLANであれば法律問題抜きにすぐ

に実現しますが、いろいろなサービスをみんなその
ように整備するには、ある意味でその分野の法律を

全面的に見直して、その技術の方向をサポートす

るようにしなければならないのではないかと思いま
す。

林　　通信と放送の融合法を検討する過程で、
「融合法はこうすればいい」という提案をすると同時

に、現行の法律をいかにその中に流し込んでいく

か、場合によっては廃止していくということをやらな
ければなりませんよね。その移行プロセスをいろい

ろ考えたときに、最初に頭に浮かんだのは「有線電

気通信法（有線法）」という、有線系の基本法です。
実際にどのようなケースが当てはまるかということ

はあまり思いつきませんが、たとえば、ビルの中に

LANを引くときに届け出が必要なのかということを
考えると、ネットワークがビルの中で終始している限

り必要ないのではないかという気がして、最初に廃

止する法律はこれなのではないかと思ったのです
が、山田さんの資料によると、実は有線法が適用さ

れるケースがあるということですね。LANと有線法

は関係があるのですか。

山田　　『日経NETWORK』の記事4にあったので

すが、厚木に「森の里」という住宅地があります。そ
この住人たちで「ご近所LAN」というネットワークを

作ろうと思い、そのリーダーが自分の家にOCNエコ

ノミーの回線を引き込んで、それを数件の家に分岐
させて10BASE2を共有しようというシステムを作っ

たそうです。そのときに、その提唱者は、これはLAN

を事業として営むということではないかと考え、最
初は、「一般第二種電気通信事業者」の届け出が

必要かどうかを調べたらしいのですが、それにつ

いては、非営利事業なので必要ないということがわ
かったそうです。しかしながら、ケーブルを隣の仲

間の家に引く場合、他人の敷地にLANを引くという

ことで、有線法に基づく「有線電気設備設置届」を
提出する必要があることがわかり、郵政省の関東

電気通信局にアクセスして、いろいろな指導を受

けて許可をもらったのだそうです。

林　　これは届け出ればいいのですか。

山田　　「届け出」という法律用語は極めて曖昧
で、届け出て審査を受けて「受理」というハンコが

押されなければ「届け出た」とはみなされません。台

湾の前総統が、「ビザを申請したがまだ受けていな
い」と言っていたのも、受理印を押されていなかっ

たからなんですね（笑）。厚木の彼も、不足事項や

添付書類の追加を指摘してもらうやりとりを何度か
行って、正式に届け出てから1ヶ月後に、受理印が

押された届け出書類のコピーが送られてきたという

ことです。ですから、たぶん2ヶ月くらいかかってい
ると思います。そのようにして「ご近所LAN」を作ろ

うということになったのですが、今度はケーブルが

道路を横切るときに、道路法に基づいた道路使用
許可が必要なのだそうです。ネットワークのケーブ

ルを空中で渡そうと思っていたら、そんなことに道

路使用許可が出せるの出せないのと市役所にさん
ざんいじめられて、結局、赤外線でつないだのだそ

うです。オフィスのLANだったらなんの許可も必要

ないのに、「ご近所LAN」を作ろうと思うと、有線電
気通信法、道路法に基づく申請が必要になるという

ことです。「ご近所LAN」のようなネットワークを作る

ということは、積極的に推奨されるべきことだと思う
のですが。

林　　CANを推進している側から言えば、当然そ
うでしょうね。

山田　　それが簡単にできないということは、将来
に向けた新しい利用形態の発展を、法律が阻害し

ていることになるのではないかと思うのです。カナ

ダでは、光ファイバを共有するコンドミニアムファイ
バというものが実験的に行われています。光ファイ

バを何軒もの家で共有して、そこに大量の情報を

流すことによって、実効的に電気事業者が要らない
市民ネットワークを作ろうという実験です。かりにそ
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れを日本で行おうとすると、さきほどのように有線法

や道路法に基づいて許可をとらなければならない

などの、複雑な手続きが生じてくる可能性がありま
す。しかも、光ファイバの出口に無線LANの基地局

をおいて、すなわち、無線LANの基地局を1軒が1

個ずつ提供して、無線LANが使えるくらいの速度
で歩いている間は、無線でご近所ネットワークが使

えるようにしようということも考えられます。そうなる

と、無線の送信機や受信機を利用していいかどう
かというのは、許認可の対象になります。それを避

けるためには、誰でも使えるところの2.4ギガヘルツ

とか、5ギガヘルツだけを使って利用するということ
になって、だんだん使用できる帯域が混み合ってき

ます。このようなことが起きてくると、繰り返しになりま

すが、法律がネットワークの発展、それも超分散型
の、市民が共有するネットワークを作ろうという動き

を阻害するのではないかと思います。

林　　山田さんも技術万能主義ではないと思いま

すが、片方では、技術の発展は止められないという

側面があると思います。そこが法律家にはなかな
か理解ができないところです。この問題について、

1985年の通信の自由化のときにはそこまで考えて

いなかったことなのですが、そのあとだんだん考え
始めたのが、自由化というのは誰のための自由化

かということです。利用者にとっては多様性が増え

て料金さえ下がればいいんだというのが初期の発
想でしたが、「そんなことは自分でもできるじゃない

か」とユーザーが考え始めるようになると、「誰がや

るのであれ、そこに超過利潤が潜んでいるに違い
ない、自分がやればもっと安い」と思う人が出てくる

のは当然です。それを認めないと、本来の自由化

はできないかもしれないと思うようになりました。とく
に私は、電気事業審議会の委員なのですが、電力

の自由化とは何だろうと考えると、大口から始まっ

て、自分の使う電気は自分で作ってもいいという動
きだと捉えると非常に理解しやすいですね。つまり、

電力でさえ超分散供給という形になるかもしれませ

ん。通信にいたっては、そうなるしかないと思うんで
すが。

山田　　電力で、よく「コジェネレーション」と言わ

れていますが、たとえば、冷暖房の熱源を製造する

システムで、同時に発電も行うということで「コ」が付
いているわけです。ビルを建てました、ビルには当

然冷暖房が要るので買ってきて設備をしました、こ

れが水素ガスを燃料とするものだったり、液化天然
ガスを燃料とするものだったりします。冷房や暖房

を使用してみると、そのときのエネルギーで発電も

できるということに当然気づき、発電もやりましょうと
いうことになります。ところが、そのビルで使う電力

量をすべてまかなえるのであれば何の問題も生じ

ないのですが、常識的に考えて、あるときには足り
なくてあるときには余るという状況が生まれます。そ

うすると、電力会社との間で「足りないときには売っ

てください、余ったときには買ってください」という契
約を結ばなければならなくなります。そもそもなぜ「コ

ジェネレーション･システム」を導入したのかと考え

ると、同じ水素ガスあるいは同じ液化天然ガスを燃
やすならば、最大限効率よくそれを使って、なおか

つ環境保護にも役立つようにしたいということです。

コジェネレートして効率を上げるほうが当然いいわ
けで、それを認めざるを得ないはずなのです。日本

中でコジェネレーション・システムをもったビルがど

んどんできてくれば、利用者はそういうことも選べる
ようになります。ただ、一般家庭ではそのようなシス

テムを導入することができないので、これまで通り、

電力会社から電気を買うことになります。それは、電
気というものの購入形態が変わるということだと思

います。通信も同じだと思います。

林　　そうすると、最初の頃の自由化は事業者の

ための自由化という感じだったのですが、だんだ

んユーザーサイドになってくる。それがとくに環境に
関係あるようなものですと、環境上、そちらのほうが

いいということになるのは当然のことだと思います。

ここで問題になるのは、「かわいそうなのは事業者
でございます」という事象が非常に顕著になってく

ることです。なぜなら、通信であれ電力であれ、自

前で設備を作ろうという人はたいてい大口ユー
ザーで、いままではその大口ユーザーからがっぽり
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稼がせてもらって、その分で儲からないところもや

るという、ユニバーサルサービスのしくみになって

いましたよね。それが、がっぽり稼げると思っていた
ところが「私は自分でやります」というように逃げて

しまうわけです。完全に逃げてしまうならまだいい

のですが、「足りなくなったら売ってちょうだい」など
という義務を課されると、事業者は踏んだり蹴ったり

ということになりますね。

山田　　そうですね。

林 　 　これはどのように解決すればいいのでしょ
うか。

山田　　通信でも同じだと思います。普段は「ご近
所LAN」を使っているけれども、いざ何かが起こっ

た場合、たとえば地震が起きたときは携帯電話を使

いたいなどという場合、負担が増えてくるわけで
す。有名な事例ですが、NTTが光ファイバを加入

者系に入れるときに、「110 番」や「119番」 の通信を

サポートするために、電気の配線をファイバと一緒
に引き回すかどうかということをさんざん議論したこ

とがあります。光ファイバだけであれば当然電気は

流れません。電気が流れないとすると、家庭で停電
が起きた場合、「110番」や「119番」にかけたくても

手がなくなってしまいます。いまの銅線の電話の場

合は電話局から電力を供給しているので、停電し
ても電話はかけられます。小松左京の『日本沈没』

という小説に「つながるのは電話だけだった」という

一文があると、昔、電話会社が喜んでいました。
NTTが光ファイバ加入者線を敷設する際に、停電

が起きても「110番」や「119番」が使えるように電気

の配線も生き残らせることが、義務なのかそうでな
いのかということが議論されたわけです。結果的に

は「そんな時代ではない」ということで、電気配線を

しなくてもいいということになったと思います。
 　いまおっしゃったようなことを延長していくと、「か

わいそうな事業者」は「高費用」を強いられるので

すが、ますます厳しい状況に陥ったときに、本当に
そこまでサービスすることが義務なのかということ

を見直すのではないかと思います。ですから、自分

のリスクでコジェネレーション･システムを導入した

のであれば、「自分で使うものについては自分でま
かなってください、足りないのは自分たちの責任で

しょ。勝手に停電したらどうですか」ということが起き

てもいいのではないでしょうか。

林　　これは難しいところです。私は、学生の就職

に際して推薦状を書くことがあるのですが、「先生
のおられた通信業界はいいのではないですか」と

言われます。「いいとも言えないよ」と答えて、いまの

ような説明をするのですが、そうすると学生も考え
込んでしまうわけです。だからといって、私にも智恵

があるわけではありません。話題になったセキュリ

ティの問題も似たようなところがあると思います。言
論の自由、プライバシーを守るという観点からして

も、ISPや事業者に期待しないと守れない。通信傍

受やそういう手段で犯罪捜査に役立てようと思って
も、ISPなどに期待しないと機能しません。

　それから、たとえば、著作権侵害のMP3の問題

も、著作権を守ってマイクロペイメントでお金をいた
だくとしても、ISPに機能がないとそれはできません。

また、かりにそれは著作権侵害だから差し止めよう

としても、ISPが言うことを聞かないと差し止められ
ません。あらゆる問題がインタミディアリーなところに

集約されていて、社会的役割が非常に高まってい

ます。「社会的役割が非常に高まるから就職したら
どうだ」と学生には言っているのですが、同時に、

「先生、それって儲かるんですか」と聞かれると、ど

うも限りなく儲からない部分もたくさんやらなければ
ならないのではないかということなってしまって、資

本主義社会の会社の魅力という観点からすると、

就職しないほうがいいのではないかという矛盾が
生じてしまいます。

山田　　社会的な価値は高くて儲からなくてもい
いという事業を営んでいるところは、中央政府や地

方政府です。今後はそういう公共的な性格のもの

になっていくのかなと思っています。ユニバーサル
サービスが本当に必要なのかという議論をしてい
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1 ジョージ・オーウェルの小説『1984年』では、国中を
監視するネットワークを司るビッグ・ブラザーが、国
民の権利を抑圧する様子が描かれている。

2 N.Gingrich, “Threats of Mass Disruption,” Informa-
tion Security Magazine, April (2001) http://
www.infosecuritymag.com/articles/april01/
columns_security_persp.shtml

3 J.M.Peha, “Bridging the divide between technolo-
gists and policy-makers,” IEEE Spectrum, March
(2001)

4 山田剛良、「月4000円で専用線接続 隣近所にネッ
トワークを張る」、No.9、p.204、『日経NETWORK』
(2001)

る方々の中で、「よっぽど必要だったら、もう一度電

電公社を作ればいいんだ。儲からなくても絶対に必

要な仕事なら、覚悟を決めて、必要なら税金を投入
してでも最低限のネットワークを設備したらどうか」

ということを主張する人がいます。もしかすると、そ

ういう方向に移っていくのかもしれません。ただ、超
分散ネットワークになるとまったく様相が変わってき

て、事業者と利用者の区別がなくなってくると思い

ます。超分散ネットワークという方向への技術の進
展と、いまのような、公共性があるから中央管理す

る必要があるという議論は矛盾があるので、どちら

が正しいのかは分かりません。

林　　学生に対する私の暫定的な回答は、「社会

的機能や役割は高まるのだから、まずはそこに入り
なさい。そこで数年経験を積んで、自分で事業をや

ろうと思えばそうすればいいし、そのままいつづけ

たほうがいいと思えばそうすればいい。そうでなく
ても、その経験を活かして、これをやってやろうと思

えば転職すればいい」という、なんとも答えにならな

い答えを学生にはしています（笑）。

山田　　そう答えるしかないですね。通信事業は、

いまの時点では魅力的な事業ですが、本当にそれ
がつづくかどうかはよく分かりません。たとえば、い

ま、携帯電話で音楽のダウンロードができますが、1

曲ダウンロードするといくらかをレコード会社に支払
うのですが、そのほかに携帯電話会社にも通信料

を支払います。1曲の通信料はPHSを使った場合、

150円くらいだと思います。いずれそれがミュージッ
クビデオになったとします。そうすると、ビット数とい

う意味での情報量は約100倍です。ビット当たりの

単価が同じだとすると、1曲ダウンロードするのに1
万5000円かかってしまいます。たとえば学生が、

「モーニング娘。」のビデオを1曲ダウンロードするの

に1万5000円も支払うかというと、そんなことは絶対
にあり得ないと思います。彼らの可処分所得の範囲

を超えてしまいますよね。ということは、ミュージック

ビデオがダウンロードできるような時代になれば、
ビット当たりの通信料を100分の1に落とさなければ

ならないということです。その方向にどんどん進ん
でいくことは間違いありませんから、何テラバイトと

いった情報がものすごい勢いで行き交うようなブ

ロードバンド時代というのは、それがほとんどタダ同
然の値段にせざるを得ません。

　別の言い方をすると、NTTドコモが現在繁栄し

ていますが、ドコモの総収入がいまの100倍になる
時代が来るかというと、それは絶対にあり得ないと

思います。せいぜい2倍か3倍でしょう。そういう意

味で、産業の成長は、情報量の爆発の規模に比べ
ると圧倒的に小さい規模でしか起きないわけです。

要するに、バス会社や鉄道会社と同じように、爆発

的に伸びていくような産業だとは思わずに就職した
ほうがいいですね。給料もそれほど変わらないで

しょう。

林　　今回は特許についてもお話しいただこうと

思ったのですが、時間が足りなくなってしまいまし

た。次回は、特許や知的財産権の話を中心に、名
和先生を含めた鼎談を行いたいと思います。どうも

ありがとうございました。

「智場」記事一覧

http://www.glocom.ac.jp/top/publication.j.html
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「青少年社会環境対策
基本法案」を支持する

青柳武彦（主幹研究員）

　青少年に悪影響を及ぼす恐れのある雑誌・刊行

物・テレビ・ビデオゲーム・その他のマルチメディ
ア・コンテンツに対する取り締まりは、これまで都道

府県（長野県を除く）における条例レベルで行われ

てきたのみであり、根拠となるべき国の法律はな
かった。そこで地方公共団体からの要望に応えて、

参議院の自民党女性議員グループが中心となっ

て研究会を行い、更に同党の政策審議会の場にお
いて検討を行い、ほぼ1年間にわたる検討期間を

経て「青少年社会環境対策基本法案」の素案がま

とまった。自民党は近く同法案を通常国会に提出す
る予定であるが、その概要は以下のとおりである。

　「【目的】①青少年の健全な育成を阻害するおそ

れのある社会環境から青少年を保護するにあたっ

ての基本理念を定める。②国、地方公共団体、事業
者、保護者、及び国民のこれに関する責務を明らか

にする。③青少年の健全な育成を阻害するおそれ

のある社会環境から青少年を保護するための施策
を総合的に推進する。以上により、青少年の健全な

育成に資することを目的とする。

　【基本理念】次代を担う青少年を健全に育成す
ることは不可欠であるが、一方、急激な情報化の進

展、過度の商業主義的風潮のまん延等により、青少

年有害社会環境のもたらす弊害が深刻化してい
る。このような傾向に鑑み、国民的課題として青少

年の健全育成にかかわる全ての関係者と国民各

層の協力と連携の下に、家庭、学校、職場、及び地
域社会において青少年を健全に育成するための

良好な社会環境が確保されるように配慮する。

　【関係者それぞれの責務】国は、基本理念につ
いて国民の理解を深め、総合的対策を策定･実施

する責務を有する。地方公共団体は自主的な施策

を策定･実施する責務を有するとともに、本趣旨に

よる地域の活動を支援する。事業者は、その供給
する商品又は役務について、青少年の健全な育成

を妨げることがないよう配慮する等、必要な措置を

自主的に講じる。また、国および地方公共団体が実
施する青少年社会環境対策に協力する責務を有

する。保護者は青少年の人間形成にとって基本的

な役割を担うことから、有害社会環境から保護すべ
き第一義的責任を有することを自覚し、保護に努め

なければならない。国民は社会連帯の理念にもとづ

き、有害社会環境からの青少年の保護が図られる
ように努めるとともに、国･地方公共団体が実施する

関連対策に協力する責務を有する。

　【適用上の注意】本法律の適用に当たっては、表
現の自由、その他の国民の基本的人権を不当に侵

害しないように留意しなければならない。

　【基本方針】国は本基本理念にのっとり、対策の
大綱、これを国民的取組みにするための基本的事

項、事業者等による自主的協定･規約に関する事

項、センター事業に関する基本的事項などについ
ての基本方針を定め、閣議の決定を経て遅滞なく

公表する。

　【事業者の自主規制】事業者またはその団体は、
事業者の供給する商品又は役務が青少年の健全

な育成を阻害するおそれがあると認めるときは、青

少年の心身の発達に応じた供給方法にするなどの
ために、自主的に遵守すべき基準についての協定

等を締結するように努める。締結した場合には内閣

総理大臣又は都道府県知事に届ける。当該届出に
かかわる協定等は一般の閲覧に供する。

　【指導･助言】内閣総理大臣又は都道府県知事

は、必要があると認める場合には事業者又は事業
者団体に対し指導及び助言を行なうことが出来る。

　【勧告及び公表】内閣総理大臣又は都道府県知

法案の概要（要約・文責＝筆者）
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事は、事業者の供給する商品又は役務が次のい

ずれかに該当していると認めるときは、事業所管大

臣及び行政機関の長に協議した上で、必要な措置
を取ることを勧告することが出来る。すなわち①青

少年の性的な感情を著しく刺激し、又は性的な逸

脱行為を誘発し、若しくは助長するおそれがある場
合、②青少年に粗暴な又は残虐な性向を植え付

け、又は暴力的な逸脱行為若しくは残虐な行為を

誘発し、若しくは助長するおそれがある場合、③そ
の他青少年の不良行為を誘発し、又は助長する等

の青少年の健全な育成を著しく阻害するおそれが

ある場合。
　内閣総理大臣又は都道府県知事は、事業者が

正当な理由なく勧告に従わないときは、その旨を公

表することが出来る。」以上である。

　ここで、同法案の立案に至るまでの足取りを簡単
にたどってみよう。2000年4月に参議院自民党が同

法案の骨子を立案して、警察庁、文部省、総務庁、

法務省その他の関連の合計10省庁（省庁名はい
ずれも当時）に対して趣旨の説明を行った。5月に

至り、自民党は関係省庁の意見を取り入れて「青少

年有害環境対策基本法案（素案）」をまとめた。同
党は、青少年に関する特別委員会（委員長：小野

晋也衆議院議員）を開いて、同党衆議院議員に同

法案の趣旨の説明を行った。その後、同法案の名
前の「有害環境」が「社会環境」に訂正された。

　7月31日には民主党の水島弘子議員が衆議院

本会議において、「子どもたちを有害な情報から守
る法律を早急に作る必要があるのではないか」と

いう趣旨の代表質問を行った。これがきっかけと

なって、民主党内にも「有害情報から子どもを守る
ための基本法制定プロジェクトチーム」ができた。

　この間に反対運動の方も盛り上がりを見せた。6

月には青木貞夫メディア総研所長、奥平康弘東京
大学名誉教授（憲法）、桂敬一東京情報大学教授、

清水英夫青山学院大学名誉教授、田島泰彦上智

大学教授、原寿雄氏（ジャーナリスト）、渡辺眞次弁
護士の7人が「表現の自由を脅かす『青少年有害

環境対策基本法案（素案）』に反対する緊急アッ

ピール」を発表し、複数の大新聞の取り上げるとこ

ろとなった。その後、雑誌刊行物にもこれを批判す
る記事が続 と々掲載されるようになった。「ほんコ

ミュニケート」1、「ＧＡＬＡＣ」2、「出版ニュース」3、「法

学セミナー」4、「創」5、「週間現代」6、「マスコミ市民」
7、「サンデー毎日」8、「読売ウィークリー」9、「噂の真

相」10、その他であるが、殆どの記事が同法案に対

する批判で満ち溢れている。
　団体からの反対運動も活発である。当事者の中

心でもある民放連は2000年9月21日にいち早く「同

法案は憲法違反であり反対である」との意見を表
明した。引き続き、同年10月には雑誌協会、日本書

籍出版協会、日本出版労働組合連合会、及び日本

出版取次協会が、12月には映画演劇労働組合総
連合、日本ペンクラブが、それぞれ反対意見を表

明した。2001年1月15日には民放テレビ局の6キャ

スター（真山勇一氏、筑紫哲也氏、安藤優子氏、蟹
背誠一氏、田原総一郎氏、斎藤一也氏）が記者会

見を開いて、同法案に対する反対意見を発表し

た。
　これらの反対意見を総合・整理すると、概略、以

下のとおりとなる。

（1）表現の自由（報道の自由を含む）を侵害するか

ら憲法違反である。

（2）メディアの有害情報の影響を受けて青少年が
犯罪を起こすという因果関係が立証された例

は、これまで一つもない。

（3）テレビやビデオゲームの影響を受けて犯罪に
走る青少年がいるかもしれないが、それは極め

てわずかな数に過ぎないから、これをもって全

体を規制するのは過剰である。
（4）有害環境の定義があいまいである。

（5）善悪を内閣総理大臣と都道府県の知事だけが

判断するのは好ましくない。
（6）メディアの規制は法律で行うべきものではなく、

自主規制が望ましい。

（7）良い作品まで有害と見なされてしまう危険性が
大きい。

これまでの経緯
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　ところが筆者には、本法案がそれほど悪いものと
は思われないのだ。むしろ時宜を得た提案である

と高く評価したい。そこで、これらの反対意見の一

つ一つに考察を加えて、反論を試みてみよう。

（1）表現の自由（報道の自由を含む）を侵害するか

ら憲法違反である。

　日本国憲法第二十一条第一項の「集会、結社及

び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを
保障する」という条項は、表現の自由を絶対視する

ものではない。公共の福祉と利益のために制限さ

れる場合があるのは当然である。そこで、問題は青
少年に有害な情報を規制することは、表現の自由

を制限するほどの合理的な根拠があるか、というこ

とになる。
　これに関しては、有名な平成元年9月19日に下さ

れた岐阜県青少年保護育成条例違反事件につい

ての最高裁判決がある。これは、知事が指定した
有害図書を自動販売機に収納してはならないとい

う規制が、憲法違反ではないかということが争われ

たケースである。本最高裁判決によれば「有害図書
が一般に思慮分別の未熟な青少年の性に関する

価値観に悪い影響を及ぼし、性的な逸脱行為や残

虐な行為を容認する風潮の助長につながるもので
あって、青少年の健全な育成に有害であることは、

既に社会共通の認識になっている」と述べて、「憲

法第二十一条第一項に違反するものではない」と
断じている。

　この他にも、既にいろいろな法律的根拠に基づ

いて、表現の自由に対して相当に広範な制限が行
われている。猥褻な表現に対する制限(刑法百七

十五条の猥褻罪)、他人の名誉を毀損する表現に

対する制限(刑法第二百三十条、及びその第二項、
民法第七百二十三条の名誉毀損)、他人のプライ

バシーを侵害する表現に対する制限(民法第七百

九条)、犯罪を扇動する表現に対する制限（破壊活
動防止法第三十八条、第三十九条、第四十条）、道

路上でのビラ配りなどに対する制限（道路交通法

第七十七条第一項）、他人の家屋へのビラ貼りに

対する制限（軽犯罪法第一条第三十三号など）、
選挙に関係する表現行為に対する規制（公職選挙

法による戸別訪問の禁止など）などがある。このよう

に、表現の自由も公共の利益のために必要な制限
を受けているからこそ、国民の安全で快適な生活

が守られるのであることを国民は知るべきである。

　表現の自由をめぐる論争には米国でも長い歴史
がある。合衆国憲法修正第一条には、「連邦議会は

（中略）言論または出版の自由（中略）を制限する

法律を制定してはならない」と規定している。例外
規定さえも許さないということであるから、日本国憲

法よりも厳しい規定の仕方といえるだろう。当初はこ

れを文字どおりに解釈して、言論または出版の自
由を制限するような効果があれば、「如何なる」法

律も違憲とすべしとの考え方が支配的であった。し

かし、通信・放送・出版というメディアの発展の歴史
と共に、米国連邦議会と裁判所は、こうした固定的

かつ古典的な考え方から脱却していった。

　プールは「その離脱の仕方は、ラジオ放送とコモ
ンキャリアでは根本的に異なっている。電報と電話

という電気通信キャリアに関する法制度が創設さ

れつつあったときには、政策立案者は、その決定に
より言論と出版が規制されることをほとんど認識し

ていなかった。1920年代になって放送制度が創設

されつつあったときには、政策立案者はそのことを
十分認識していた。」11と述べている。

　1919年にホウムズ（Holmes）裁判官は法廷意見

の中で、ある表現が実質的害悪を生じせしめる「明
白かつ現在の危険（Clear and present danger）12」

を持っている場合には、立法部門はそれを阻止す

る権限を持つべきであるので、言論の規制が許さ
れると述べた。この基準は言論を制約する立法の

合憲判定理論として長い間通用していたが、1951

年には、たとえ害悪が実現される可能性が小さくて
も害悪が重大なときには、その取締まりは合憲であ

るとされて理論は拡大された。その後、これを縮小

する意見13も出て、紆余曲折を経て現在にいたっ
ている。言論の自由の制限に該当するケースとし

反対意見への反論
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て、既にタバコのテレビ広告が禁止されている。そ

の他にも、他人のプライバシー侵害となるもの、名誉

毀損となるもの、猥褻等公序良俗に反するものを挙
げることが出来る。

　表現の自由は絶対的なものではなく、社会、経

済、及び広い意味での文化（教育、芸術、を含む）
の分野において、それと競合する価値又は上位の

価値とのバランスの上で行使されなければならな

い。青少年を有害情報から守るという極めて公共
性の高い、かつ明確で緊急性のある案件において

は、表現の自由がある程度は制限されるのは当然

である。

（2）メディアの有害情報の影響を受けて青少年が

犯罪を起こすという因果関係が立証された例
は、これまで一つもない。

　有害情報の悪影響があるというのであれば、科
学的に厳密に証明してみせろ、と言っているわけ

である。しかし、これは一般社会の認識とあまりにも

かけ離れすぎている独善的な姿勢と言わざるを得
ない。たしかに、誰にも当てはまる一般論としては、

科学的に疑問の余地がないまでに立証された例

はまだない。しかし、マルチメディア情報の普及にと
もなって数が増えつつある特定の感受性の鋭い青

少年にとっては、極めて強い因果関係があると思

われる科学的な根拠があるのである。
　法律的には、因果関係が科学的に厳密に証明さ

れなくても、その蓋然性について社会的に十分な

認識と合意があれば、規制をすることが出来るとい
う説が支配的である。前述の岐阜県青少年保護育

成条例違反事件についての最高裁判決の中で、

補足意見ではあるが、伊藤正巳裁判官は次のよう
に述べている。すなわち、「青少年保護のための有

害図書の規制が合憲であるためには、青少年非行

などの害悪を生じる相当の蓋然性のあることをもっ
て足りると解してよいと思われる」

　科学的根拠についてであるが、最近の神経生理

学（特に脳科学）と認知科学によると、人間は「無意
識」に支配されている部分が意外に大きいことが

判明している。テレビ、ビデオゲーム、映画のような

マルチメディア情報は、その豊富なシグナル・リダ

ンダンシー14によりモウダリティ効果15を生むので、
人間の深部における無意識の世界にさえ容易に

到達することができる。マルチメディア情報は、イ

メージを掻き立てることにより間接的に「古い脳」、
すなわち情動、反射運動などの個体維持に必要な

基本的な仕組みを司っている大脳辺縁系にも影響

を与えてしまうことになる。そのため、人間の感受性
と精神に知らず知らずのうちに大きな影響を与えて

しまうことになる。

　このことは、「意識・無意識」と「理性・感性」を組
み合わせて精神現象の場面を四つのジャンルに

分けて考えてみると、一層はっきりする。「意識的理

性」は言語を使って思考する論理的精神現象であ
り、「意識的感性」はイメージの世界である。「無意

識的理性」とは潜在的な認知過程の世界であり、カ

クテル・パーティ効果16、サブリミナル効果17もその
例である。最後の「無意識的感性」の世界では、マ

ルチメディアの果たす役割とその影響が大きい。無

意識のうちに人間の神経生理に直接的な影響を与
えるので、危険性も大きい。

　ポケット・モンスター事件18などの例においては、

映像の影響がけいれんなどのはっきりと目に見える
形で現れたので、脳が影響を受けたことを知ること

が出来た。しかし、マルチメディア情報はこのような

身体的・生理的な面にだけ影響をあたえるのでは
なくて、精神的な面及びそれに基づく行動のパター

ンにも影響を与えるのである。もし、これがもっと精

神の深部の話であって、影響が甚大であるにも関
わらず、目に見える形で現れないとしたら重大なこ

とである。

　意識的であれ無意識的であれ、人は心に思うこ
とをすべて実行してしまうわけではない。「新しい

脳」、すなわち大脳新皮質が担当する意識的理性

による自制心、すなわち抑制機構が働くからであ
る。しかし、非常事態に遭遇して個体維持の必要

性に迫られたとき、およびマルチメディア情報による

反復刺激や強い刺激に影響されて、「古い脳」、す
なわち大脳辺縁系の働きが勝るときには抑制機構
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が解除されてしまう。抑制機構がまだ強固に構築さ

れていない青少年や、特に鋭い感受性を持ってい

る青少年にとっては、マルチメディア情報は極めて
危険な刺激になることがある。映画、テレビ、ゲーム

の暴力シーンやインターネット上のポルノ情報も有

害である。
　人間は、自分では理性的・論理的に行動してい

ると思っているが、実は無意識下の感性と情動に

支配されていることが多い。そうなると、「人間は自
分の意識と行動を理性的にコントロールする能力

があるから責任能力がある、責任能力がある以

上、内面的な思想と信条は完全に自由であるべき
である」という、人間の自由と権利に関する大命題

さえもが極めて怪しくなってくる。

　したがって本当は、問題は青少年問題にとどまら
ないのだ。最近の神経生理学と認知科学が明らか

にしたように、意思の力は極めて限定的であるの

で、人間の責任能力が従来考えられてきた程ある
かどうかは疑わしい。加えて、マルチメディア情報

システムが発展し広く普及するにつれて、コミュニ

ケーションのあり方と人間の心のありようが大きく変
化してくる。今後、テレビやビデオ以上にアッピール

力の強いマルチメディア情報機器が普及してきた

時に、どのようなことが起りうるかについては、表現
の自由との兼ね合いを考えつつ、今のうちから歯止

めを検討しておくことが必要である。本法案は、そ

のきっかけとなるものである。

（3）テレビやビデオゲームの影響を受けて犯罪に

走る青少年がいるかもしれないが、それは極め
てわずかな数に過ぎないから、これをもって全

体を規制するのは過剰である。

　現実に犯罪に走ってしまう青少年を問題にして

いるのであるから、対象が極めて小さな比率に過

ぎないのは当たり前である。もし大きな比率であっ
たら、世の中はひっくりかえってしまう。犯罪が偶発

性のものか、必然性のものかを考えることが大切で

ある。犯罪に走る青少年の出現が極めて偶発的な
ものである限りは、カリキュレイテッド・リスクとして

受け入れて、個別的な対症療法を取るしかない。し

かし、有害環境からの影響との相関関係が極めて

高く、かつ因果関係の蓋然性が高い場合には、たと
え小さな比率であっても、必然性のある事象として

捉えて、人智を尽くして原因をコントロールすべきで

ある。
　総務庁（当時）の調査によれば、ポルノ雑誌やア

ダルトビデオを見たことがあるのは、普通の中学生

の場合は27％程度であるのに対して、非行で補導
された中学生の場合は57％程度にものぼった。こ

の調査は長期的な変動要因の追跡調査がなかっ

たことから、有害情報に触れたから非行に走るよう
になったのか、それとも非行に走る中学生にはその

ような有害情報を好む性向がもともとあったのか判

然としない。おそらく因果関係は双方向的であろ
う。

　1997年2月から3月にかけて神戸で連続女児殺

傷事件を起こし5月には小学校6年生の男児を殺
害して首を切り落とし、これを中学校正門前に陳列

した14歳の少年がいた。兵庫県警察本部須磨署

捜査本部によると、この少年はビデオのホラーもの
や残虐ものに強い興味を持っていたとのことであ

る。神戸家庭裁判所が発表した「処分決定要旨」に

よると、鑑定人は「少年は直観像素質者19であっ
て、この顕著な特性は、本件非行の成立に寄与し

た一因子を構成している。」と述べている。直観像

能力を持つほどの感受性の鋭い少年であれば、常
人にはさほどの影響力のない情報に対しても過敏

に反応していたであろう事は容易に推測できる。単

なる偶発的事象ではなかったと考えるべきである。
　2000年8月に大分県で一家6人殺傷事件を起こ

した16才の少年の場合、大分地裁は「日ごろから

残虐なテレビゲームや映画の影響を強くうけてお
り、殺人に対する抵抗力が少なくなっていたことも

一つの要因となっている」と述べている。西鉄高速

バスのバスジャック事件の犯人についても、佐賀地
裁は有害環境からの悪影響があったと思われる事

を認めている。これらの例を見るまでもなく、有害環

境からの悪影響を青少年が受けていることについ
ては、単なる蓋然性以上のものがあるということが
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できる。

（4）有害環境の定義があいまいである。

　そもそも、この種の反対論には十分な反論は難し

い。なぜならば、質問自体に既に反対の意思がア
プリオリーに含まれているからである。定義があい

まいであると批判するのであれば代替案を提出す

ればよさそうなものだが、決して提出されることはな
い。仮に妥当な定義に変更しても、反対が賛成に

変わるわけではない。したがって、どのように定義し

ても批判は無限に継続するだろう。定義の問題は
反対の本当の理由ではないからである。

　本法案においては、事業者の自主規制が実効を

あげている限りは、内閣総理大臣や都道府県知事
の指導、助言、勧告は行われない。行われる場合の

有害環境についての判断基準は以下のとおりであ

る。すなわち「①青少年の性的な感情を著しく刺激
し、又は性的な逸脱行為を誘発し、若しくは助長す

るおそれがあるもの、②青少年に粗暴な又は残虐

な性向を植え付け、又は暴力的な逸脱行為若しく
は残虐な行為を誘発し、若しくは助長するおそれ

があるもの、③その他青少年の不良行為を誘発し、

又は助長する等の青少年の健全な育成を著しく阻
害するおそれがあるもの」である。筆者は、この定

義づけで必要かつ十分であると考える。むしろ、こ

れ以上に詳しく規定すべきではない。
　言葉の定義のあいまいさを突く反対論は、1996

年の米国通信法の第五編、いわゆる通信品位法

のケースを思い起こさせる。通信品位法の部分が、
表現の自由を保障した米連邦憲法違反であるとの

訴訟である。連邦最高裁まで争われた結果、翌97

年に違憲との判決が下った。一般的には、このケー
スは青少年を有害情報から保護するという価値と、

表現の自由の価値が真っ向から対立したとものと

受け止められているが、それは公聴会やネットワー
ク上での議論、つまり法廷外の論争であった。法廷

内の論争はより法律技術的で、この両価値の調和

を図る必要性は認めつつも、その目的に合致した
法律的効果の範囲が妥当であるかどうかという問

1　2000年7月号、長岡義幸氏の「出版会・ホントのほ
んと70 子どもの権利を侵害する変な法律」

2　2000年8月号、坂本衛氏の「青少年有害環境対策
基本法なんて、けっとばせ！！」、及び2000年11月上
旬号、田北康成氏の「メディア規制の潮流とマスメ
ディアの消極的対応」

3　2000年7月下旬号、橋本健午氏の「『青少年有害
環境対策基本法案（素案）』の問題点」、及び同年8
月中旬号、清水英夫氏の「意見書」（違憲立法との
批判を免れがたい）、及び2000年11月中旬号に「日
本出版取次協会の同法案に対する見解」

4　2000年9月号、笹田佳宏氏の「メディアフォーラム、
青少年とメディア有害情報を規制」

5　2000年10月号、「情報の焦点」、及び2000年12月
号、長岡義幸氏の「規制強化に出版界でも第三者
機関構想浮上」

6　2000年10月21日号、「ジャーナリズム／検証『青少
年社会環境対策基本法案』報道」

7　2000年11～12月号、竹内淳氏の「言論･表現の自
由を脅かす『青少年社会環境対策基本法案』」

8　2000年11月5日号、鈴木嘉一氏の「メディアの性・
暴力表現の研究、規制強化の“包囲網”広がる」

9　2000年11月12日号、鈴木嘉一氏の「一方的有害
指定に反対の大合唱、放送･出版会に問われる自
浄努力」

10　2001年1月号に山崎京次氏の「施行に向けて
着 と々進行中の青少年条例改定」の中で同法案に
触れている

11　イシエル・デ・ソラ・プール（1983年）「自由のため
のテクノロジー」東大出版会 137ページ

12　ハリソン・フォード主演の映画の題名（邦名「今そ
こにある危機」）にもなった。

13　1969年には合憲性を持つのは「Clear and immi-
nent danger（明白かつ切迫した危機）」に限るとい
う理論を縮小する意見も出て、現在にいたってい
る。すなわち、当該表現が違法な行動を直ちに取る
ように呼びかけたり、違法な行動を誘発したりする
可能性がある（likely）という明白かつ切迫した危機
の場合にのみ、言論の規制は合憲であるというもの
である。（『英米法辞典』田中英夫他　東京大学出
版界による）

14　Signal Redundancy とは、信号が異なったメディ
アを通じて視覚、聴覚、嗅覚、触覚、など複数の受
容器官を通じて知覚されること。モウダリティ効果に
より認識の度合いが深くなる。
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題が審査されたのである。

　担当のバックウォルター判事は判決の中で、法律

の趣旨である子供の保護という観点の重要性は認
めつつも、条項に「下品（ indecency）」という言葉が

定義されていないこと、最高裁の判例にもないこと

を理由に、当該条項の発効停止を命じた。その趣
旨は、表現が曖昧であると、関係者は合法たらんと

して文言を拡大解釈して自主的に対応しようとす

るから、結果的に過大な規制になってしまう。このよ
うな状態は違憲である、というものである。

　米国の通信品位法と青少年社会環境対策基本

法案の違いは次の点にある。すなわち、米国通信
品位法の場合は行政が規制を行うものであるか

ら、規制の対象となる範囲の確定は極めて重要で

あったのに対して、同法案の場合は事業者に自主
規制を促すものであるから、有害環境についての

定義は第一義的には関係者の自主的な判断に任

せようというものである。

（5）善悪を内閣総理大臣と都道府県の知事だけが

判断するのは好ましくない。

　別に内閣総理大臣と都道府県の知事の2人だけ

で善悪の判断をしようというものではない。これは、
国と地方公共団体の行政府の仕事であることを規

定し、なおかつ、決定のレベルが最高責任者であ

るという職務分掌的な規定を含んだ表現であるに
過ぎない。たしかに、行政府は経済的な規制は原

則として行わない方がよい場合が多い。しかし、公

害規制や交通規制などの社会的規制は、きちんと
行うことは行政の重要な責務である。また、その法

的根拠を与えるのは立法府の責務である。社会的

規制の多くは自主的規制では難しい性格のものが
多いが、自主的規制が効果的かどうかは、専ら国

民の自覚と実行能力にかかっている。

　本法案の趣旨によれば、対策を実行する第一義
的主体は関係者の全てなのである。すなわち、国、

地方公共団体、事業者、保護者等の、国民の全て

の層がそれぞれの責務を自覚して自主規制を行
おうと呼びかけているものである。その故にこそ国

民的な運動として同法案の趣旨を実行することを

呼びかけているものである。

　繰り返しになるが、適正化のための業界の自主
規制が効果を上げていれば、国や地方公共団体

による助言･指導･勧告などは一切発動されないの

だ。また発動する場合でも、関係者と広く協議をす
る前提となっているから、仮に内閣総理大臣または

都道府県の知事のいずれかが、個人的な極端な

価値観の下に過激な規制を行おうとしても、絶対に
出来ない仕組みになっている。それに規制といって

も、勧告に従わないことを公表するだけのことであ

り、これをしも官による規制と呼ぶのはおこがまし
い。

　仮に為政者が社会に受け入れられないような過

度な勧告を行った場合には、それが実行されない
からといってその旨を公表しても、国民の合意がな

いから事業者に対する社会的制裁は行われない

だろう。社会の良識に沿った勧告が実行されな
かった場合にのみ、社会的制裁は実効があるので

ある。

（6）メディアの規制は法律で行うべきものではなく、

自主規制が望ましい。

　この批判は珍妙としかいいようがない。この法案

は自主規制を促すものであるから、それに対して自

主規制で行うべきであると主張するのはトートロ
ジー（同語反復）というか、むしろ法案に対する応援

演説に等しい。もし、言われなくてもやるから法律で

強制しないで欲しいというのであれば、その通りの
趣旨となっているので心配はいらない。民放連は

自律的に番組基準を設定しているので、法律によ

る規制は必要ないといっているが、この法律は民
放連のためだけのものではないのだ。

　しかし、現実問題として、民放連を初めとする関

係業界において既に十分に対策が行われている
のだろうか。民放連が昨年の4月から、第三者機関

の「放送と青少年に関する委員会」を設けて努力を

続けていることは評価するにしても、それが実効を
あげているとは到底言い難い。夜12時過ぎの低俗



GLOCOM「智場」No. 65

19

極まりないテレビ番組を見てみれば、テレビ業界の
自浄作用などは絵に描いた餅に過ぎないことがよ

くわかる。前述の1月15日に行った記者会見で、民

放6キャスター達が自ら認めているように、「かなり劣
悪な番組があるのは事実であり、今のメディアの状

況が全て誉められた状況かといえば必ずしもそう

ではない」のである。
　本法案によれば、助言、指導、勧告を行ってもな

おかつ改善されない場合にのみ、その旨を公表す

ることによって規制の実効性を担保しようとしてい
る。個人的には、果たしてそれで実効があがるのか

不安ではあるが、業界の自主規制ベースで改善が

進むのであればそれに越したことはないので、関
係者の一層の努力を望むものである。

（7）良い作品まで有害と見なされてしまう危険性が
大きい。

　これは神経生理学的、認知科学的認識を全く欠
いた意見である。良い作品というのは、「新しい脳」

すなわち大脳新皮質による理性的判断の結果、良

い作品という評価が与えられるものである。しかし
有害な影響を与える作品というのは、青少年の「古

い脳」、すなわち大脳辺縁系に悪い影響を与えて、

無意識のうちに青少年を性的逸脱行為や残虐行
為に駆り立てたり、それを自制する抑制機構を解除

させたりする効果を持つ作品のことである。した

がって作品の価値とは無関係である。暴力を否定
する趣旨の「良い作品」であっても、過激な暴力場

面が多い作品は悪い影響を与えることも十分ある

のだから、大脳新皮質の前頭葉における抑制機構
の十分に発達していない青少年には見せない方

が良いのだ。

　深作欣二監督・北野武主演による映画「バトルロ
ワイヤル」が昨年の12月に封切りされ、さまざまな議

論を引き起こしている。無人島につれて行かれた

中学3年生全員が武器を与えられて、一人が生き
残るまで互いに殺しあいを行うという筋書きで、残

虐シーンの連続である。ここでは殺人がまさしく

ゲーム感覚で描かれている。暴力描写が過激とい

15　Modality Effects/Murdock,B.B1968。Modalityと
は感覚の一定の様相のこと。複数の異なった相の
刺激を同時に知覚すると、刺激は単一相の刺激の
場合より強烈に、かつ深部に到達して認識される。
外国語の単語を記憶する場合、文字を見るだけよ
りは、聴くこと、発音すること、書くことを組み合わせる
方が認識の度合いは深い。また良く記憶もされるの
で、再生率も高くなる。

16　パーティでどんな騒がしくても、特に意識はしな
いで相手の人の話だけに注意を集中することがで
きる。集中度が強ければ周囲の音は聞こえなくなる。
ところが周囲の話の中に自分の名前が出てきたり
すると、突然周囲の話が聞こえてくる。人間は、耳に
聞こえてくるすべての音声を、聴覚の「前処理過
程」において無意識に選別を行っており、関係のあ
る話だけを選択的に、より高級な処理過程に乗せて
いると考えられている。

17　人間があるものを見る時には、注意を向けている
対象以外のものは意識していないが、無意識の「前
処理過程」階層が視覚にも存在しており、無意識の
中ではこれを見ていることが知られている。1957年
にヴィカリィは、映画の中で3ミリ秒だけ「コーラを飲
もう」「ポップコーンを食べよう」というメッセージを入
れたところ、6週間の実験中にコーラの売り上げが
58％、ポップコーンの売り上げが18％も上昇したと
発表した。事実とすれば、人が意識していないうち
に広告の影響を受けてしまうことになりフェアーでな
いので現在では禁止されている。しかし、このヴィカ
リィの実験は架空のもので、サブリミナル効果は人
を購買行動に駆り立てるほどの効果はないことが、
その後判明している。

18　1997年12月16日の夕方6時半から、テレビ東京
及びその系列放送局で放映されたアニメ番組「ポ
ケット・モンスター第38話・電脳戦士ポリゴン」を見
ていた子供達700人以上が、光感受性発作と呼ば
れる症状、すなわち意識不明、けいれん、ひきつけ、
呼吸困難、頭痛、吐き気等を起こしたり気分が悪く
なったりして、救急車で病院に運ばれる事件が起
こった。共同研究班ESGS（ビデオゲーム誘発発作
の成因と対策に関する研究会・代表：清野昌一国
立療養所静岡東病院(てんかんセンター)名誉院
長）は、「小中高生の5～10％が光に過敏な体質で
異常を起こしやすく、ここに被害が集中した傾向が
あり、赤や青に点滅する場面は、異常を起こしやす
い閃光刺激頻度（1秒間に12～20回）のようだ」と分
析した。

19　直観像能力（対象物が消え去った後でも、恣意
的にこれを鮮明に再生することが出来る能力）の素
質を持っている者。

20　ニューロンが育つにしたがって神経線維をつつ
む鞘のような組織ができてくるが、これをシュヴァン
鞘（髄鞘）という。

21　成熟期になると、神経線維をいくつもの鞘が並ん
で巻きついた状態がほぼ全長にわたって続くように
なるが、これを有髄化という。有髄化すると神経の
信号伝送速度が格段に高速化する。
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うことで映倫の「Ｒ～15」（15歳未満入場禁止）に指
定されたが、18歳未満入場禁止の「Ｒ～18」に指定

すべきであった。実際、この作品で言わんとしてい

るような高尚な内容は平均的な16歳程度の青少年
が理解できる範囲を越えているのである。

　大脳のシュヴァン鞘20を染色することにより、各部

位のニューロンにおける有髄化21の程度、すなわち
成熟度を測定することができる。この検査方法で調

べると、「新しい脳」すなわち大脳新皮質の中でも

前頭連合野、頭頂連合野、及び側頭連合野は一番
成熟が遅くて、意外にも20歳直前、すなわち大学に

入学する頃でないと成熟しないことが分かってい

る。大学時代というのは、まさにこのような高度の精
神活動能力の始動期に相当するのである。16～17

歳では成熟がようやく始まった程度である。

　10代の少年少女達のきらめくような感性、豊かで
厚い情動、旺盛な知識欲と記憶力を見ていると到

底、彼等の理解力、認識力等の高次な精神活動能

力がまだ発達していないなどとは信じられないの
だが、これは厳然たる事実なのである。少年少女

達が、「なぜ援助交際をしては悪いのか分からな

い」、「いじめるのは面白いからやるだけだ」、などと
言うのは、ふて腐れているところもあるが、一面真

実の叫びでもあるのだ。「バトルロワイヤル」のような

高度な「良い作品」は、連合野におけるニューロン
の有髄化、つまり成熟化が完成していない高校・中

学・小学校の生徒に見せても、「百害あって一利な

し」なのだ。

　言論・表現の自由は、重要な国民の基本的人権
の一つであるが、絶対的なものではない。公共の利

益の為に制限されることがあるのは当然である。本

法案の趣旨は、「青少年の性･暴力に関する価値
観の形成に悪影響を及ぼし、性的･暴力的な逸脱

行為、残虐な行為を誘発･助長するなど、青少年の

健全な育成を阻害するおそれのある社会環境が
存在すると認識し、その中にあって商品又は役務

について必要な措置を事業者が自主的に講じるこ

とを促すものである。また内閣総理大臣及び都道

府県知事は事業者に必要な指導及び助言、場合に
よっては必要な措置をとることを勧告できる。更に事

業者が正当な理由なく勧告に従わない時はその旨

を公表することができる」というものである。青少年
を有害環境から保護するためには、表現の自由が

ある程度まで制限されてもやむを得ないのである。

　たしかに制限の仕方は、法律によるものではなく
自主規制または第三者機関によるものが望ましい。

しかし、そうかといって自主規制や第三者機関によ

る自浄努力が実効をあげていない状況下でも、問
題点を放置しておいて良いということにはならな

い。その場合には、立法府及び行政府の当然の責

務として法律的規制を行う事が求められるのであ
る。

　この青少年社会環境対策基本法案には罰則規

定があるわけではなく、事業者による自主的規制を
促すものである。わずかに、改善のための勧告をし

て成果があがらない場合は、事業者の名前を公表

するというものである。国民的な理解と協力の下に
本法案が無事に成立して、所期の効果を発揮する

ことを願うものである。

終りに

「智場」記事一覧

http://www.glocom.ac.jp/top/publication.j.html
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　仕事で本土から沖縄を訪れたサラリーマンの“沖縄評”には、どうやら共通したものが

あるようだ。

　３年前、那覇に転勤したF氏は、「子育てにはこれ以上のところはありません。私も家族

も沖縄を気に入っています。ただ仕事をするにはちょっと・・。女性は良く働きますし有能

な人が多いとおもいますね」と言っていた。子育てには良くて仕事をするには・・とF氏に

言わせたのは、どうやら沖縄独特な時間の流れ方にもよるらしい。

　昨年から今年にかけて、沖縄についての提言・報告が相次いで出された。その中の

いくつかには、沖縄のひとびとはもう少しビジネス社会の常識を持つよう書かれている

ものがある。F氏が言ったのもビジネスをする相手としての、特に沖縄の男性について

のようだ。

　たしかにこの間、プロジェクトを進めるために沖縄と往復していると、東京から勢い込

んで乗り込んだ身には、どうものれんに腕押しの感があった。東京で日々生活している

と、テキパキと仕事も暮らしも対処するのが当たり前になっている。産業社会が生み出

したもののひとつが、均質化した時間だと読んだことがある。たしかに産業社会は、ひと

びとが固有の時間観念を持つことを許そうとしない。産業社会にあっても、産業社会の

時間観念にとらわれずに生きてきたのが一部の芸術家と詩人であろう。これらのひとび

とは、おおきな歴史の時間軸を持っていても、産業社会の時間にとらわれはしない。

　日本は、全体としては、産業社会の時間を生きている。だから沖縄に日本一般とちが

う時間が流れているとしたら、F氏にかぎらず沖縄を訪れるビジネスマンのある種の感

想が、共通してくることも想像にかたくない。どうやら、沖縄という土地をもうすこし理解し

近づこうとすることは、沖縄の固有な時間に身を置くことのようである。

　時間というものをおぼろげに考えながら、司馬遼太郎の「街道をゆく六　沖縄・先島

への道」を読んでいたらこんな部分に出会った。

『やがて、樹木で陽がさえぎられた地面に、人工の石組みが遺っていた。

「鍛冶場のあとです」

　運転手がいった。そういえばふいごを据えるための石積みの囲いのようにも見える。

　この遺跡は、竹富島に鉄が導入された歴史を雄弁に物語っている。このことは、ある

いはすぐには信じられがたいことかもしれないが、八重山諸島では十七世紀まで石器、

木器の時代がつづいていた。話は飛躍するが、この事実を、冷静に知的にそして濁りの

ない情緒で把握しなければ、現代にいたるまでの沖縄史と、沖縄問題の本質をとらえぞ

こねるのではないかと思える。

　われわれが人間の歴史を考えるとき、歴史教科書的な把握法からまぬがれることは、

どう用心しても困難である。つまり、歴史は均等に発達するものだという迷信を理性のな

かに組みこんで物事を論じてしまうことである。

　教科書的にいえば、人類が鉄器時代に入るのは気が遠くなるほどの古代で、紀元前

一二〇〇年このかただという。しかしそれはごくかぎられた地域の現象にすぎない。歴

史は感電性の高い導体のようにたちまち物事や技術が伝播するという場合もあるが、

逆にそうではなく、歴史は新技術に対して不導体のように受けつけることのない「地域」

というものを抱きこんで存在しているものだという見方もなりたつ。』

　司馬遼太郎が「不導体」と書いたのは、もちろん沖縄の、それも特に先島である八重

山諸島に想いをめぐらしてのことであった。

（１人、那覇のホテルにて）

「智場」記事一覧

http://www.glocom.ac.jp/top/publication.j.html
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稲葉秀司（リサーチ・アソシエイト）

Back to Basics!
“Marketing on the Internet for the year 2001” に参加して

　会社に勤める者にとって最も忙しい時期のひと
つである年度末の、それも最後の追い込み時期で

ある3月最終週に、私は幸運にも日本マーケティン

グ協会（JMA）主催の「第2回アメリカ・デジタル・
マーケティング最前線研修ツアー」に参加する機会

を得ました。約1週間に及んだこの研修ツアーのメ

インイベントが、3月28日、29日にロサンジェルス郊
外のパサデナ（ローズボールの会場があることで

有名）で行われた、アメリカマーケティング協会

（AMA）主催の “Marketing on the Internet for the
year 2001” という会議への参加でした。今回はこの

会議に参加して得られた知見と、あくまで私的な感

想をこの場を借りて綴らせていただきます。

　オープニングスピーカーとして出てきた、本会議

の議長でもありキーノートスピーカーでもあるDigitas
社1のKathy Biro氏は、「“いつでも、どこ（から）でも”

インターネットにつながることのできるユビキタス・イ

ンターネットの時代には、ウェブはもはや酸素のよう
なものとなり、“いつでも、どこでも”使えるものにな

る。つまり、ユビキタス・インターネット時代の消費者

は、モバイル環境を通じて常にインターネット接続
が可能となるので、ニーズが発生したその瞬間に、

自分が今いるその場所で、そのニーズを満たす

サービスを享受することが可能となる。逆にいえ
ば、企業は、消費者に対して「欲しい時に、欲しいも

のを、その（思い立った）場所へ」提供できなけれ

ば、ユビキタス・インターネット時代には生き残って
いけないのだ。そのために企業は、ユビキタス環境

下での新たなIntermediary（仲介者、仲介業）として

の役割、（つまりB i r o 氏らが 提唱する）
“Mobilemediary”としての役割を実現していく必要

がある」と説いていました。そしてその成功事例と

して、NTTドコモのi-modeを紹介していました（会

場のスクリーンには広末涼子がアップに！）。
　すでにi-modeに慣れ親しんでいる私（を含め同

行した日本からの参加者）には、このコンセプトは

特段目新しいものとは感じられませんでしたが、改
めてインターネット上のビジネスにおけるIntermedi-

aryの役割の重要性を認識しました。國領二郎慶応

義塾大学教授1が説明する「購買代理業者」2や、
『Net Gain』の著者としても有名なJohn Hagel III氏

らの唱えるところの "Infomediary"3 も、このInterme-

diaryという概念の一種であると考えられます。私が
最初にこの概念に触れたのは確か1997年で、当

時、GLOCOMに在籍していた私が陪席させてい

ただいていた「情報化研究会4」での勉強会におけ
る、奥野（藤原）正寛東京大学教授の発表であった

と記憶しています。Herbert A. Simon氏の理論によ

れば、「人間は、その認知能力の限界を超えた情報
の中で、最善の手段ではなく満足できる水準を設

定し、それを実現する代替案は受け入れるという行

動をとる」と言われています。人間の認知能力をは
るかに超える量の情報を提供してくれるインター

ネットにおいて、消費者に対し自分のニーズや好み

を“満足できるレベル”で、しかも“いつでも、どこで
も、すぐに”提供してくれるi-modeを初めとする日本

のケイタイは、このMobilemediaryを忠実に実現し

ている鑑であります。コンテンツの価格を、駅のキオ
スクで買う雑誌並みの200～300円に設定すること

で気軽さを演出し、エントリーバリアを下げた松永

真理さんの価格戦略もさることながら5、高校・大学
生が、結果として月トータルで何万円もの通信費

を、そしてそのうち、月平均2000円近い情報（コン

テンツ）料金をケイタイに支出してしまっている現
状は、こうしたMobilemediaryとしてのバリュークリ

エーションの結果とも言えるでしょう。今年の

Buzzwordと目される「無線インターネット」の普及
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や、近い将来実現される3G、4Gといった次世代無
線通信時代には、現代のi-modeとは異なる、新たな

Mobilemediaryが続々出現することでしょう。

　さらにBiro氏は、「ユビキタス・インターネット時代

のWebサイト（企業）は、特定の“Content”を重視す

る“Destination”サイトを目指すのではなく、顧客の
属性や関心事といった“Context”を個別に深く理解

してサービスを提供する “Contextual Marketing”

が重要になる」と繰り返し説いていました。さらに、
次のプレゼンテーターである、PalmやWindows CE

などのPDA向けにウェブソリューションを提供して

いる、AvantGo社6CEOのRichard Owen氏は、自社
の顧客であるCompUSAのPDA向けデジタルクー

ポンや、ノースウエスト航空のPDAによるフライト情

報確認やチケット予約を紹介しながら、「消費者の
Contextを把握し、そこにチューニングすることがで

きる “mCRM” （mobile CRM）こそが、ユビキタス・

インターネット時代のキラーアプリになる」と予測し
ていました。インターネットを駆使して、自分の好み

やニーズをより確かに満たすものを一つ一つ調べ、

比較し、最適のものを探し出しては集めてくる
（Destinationへ直接アクセスする）消費者も確かに

存在しますし、そういう人たちには、Contentにフォー

カスしたDestinationサイト戦略が適していると考え
られます。しかしながら、インターネットの提供する

あまりに膨大な情報の中で、自らの認知・処理能力

の限界をとうに超えてしまった大多数の消費者に
とっては、自分でいちいち探すよりも「ここならニー

ズを満足させてくれ、信頼もできる」というサイトへ

直行し、そこが提供してくれる自分のContextにあっ
たRecommendation（推薦）や情報の編集（価値）、

新鮮な経験などを享受し、期待通りかそれ以上の

満足が得られることの方を望むでしょう。そしてこの
仮説が正しければ、Contextual Marketingアプロー

チのウェブサイトの方がStickiness（滞在時間）も高

まるでしょう。
　このようなことを考えている最中に思い出したの

は、遡ること1994年、当時その斬新なデザインに

ミーハー心がくすぐられ、すっかりファンとなってし

まった 『Wired』 という雑誌にPaul Saffo氏が寄稿
していた “It's the Context, Stupid”7 というエッセイ

です。なんとSaffo氏は、アメリカでさえインターネッ

ト・ビジネスの黎明期にあった1994年5月、すでに
次のように予言していました。「（インターネットの）将

来は、通信事業者やコンテンツ・プレーヤーに属し

ていない。それは、我々がこの広大なサイバース
ペースの中でナビゲートしてくれることを期待する、

フィルタリングやサーチング（検索）のツール、セン

ス（感性、意味）を理解するツールをコントロールす
るものたちにあるのだ」。時代は、消費者のContext

を満たすサイトとして、検索エンジンサイトやポータ

ルサイトに脚光を当ててきました。これらは
Mobilemediaryにその対象を進化させても、イン

ターネットにおけるContextの重要性は当分変わら

ないでしょう。

　実は、今回の出張には自分なりに事前にテーマ

を持って参加しました。それは、「インターネットの本
質が分散分権型アーキテクチャであるなら、P2P的

なe-Marketing、すなわちNapsterのように、サーバは

介するもののユーザ間でダイレクトにトランザクショ
ンを起こし、ｎ対ｎの協働を実現するようなマーケ

ティングの仕組みはないものか」という抽象的疑問

であり、期待でした。この問いにずばり応えてくれた
プレゼンテーションなり議論は残念ながらありませ

んでしたが、同様の考えは前述のHagel氏のプレゼ

ンテーションの中に垣間見ることができました。彼
は、「マスマーケティングやダイレクトマーケティング

のように、自社製品へ消費者の目を集中させようと

するマーケティング戦略の延長として、昨今では
One-to-Oneマーケティングと称する、「1対1」の関係

を構築して囲い込もうとするマーケティングがもて

はやされているが、顧客側から見れば、好きなとき
に好きなチャネルにアクセスできる「1対多」の関係

のほうが心地よいのであり、無理に「1対1」の関係に

封じ込めようとするのはおかしい」と説明し、イン
ターネットを協働の場ととらえた、新たなマーケティ

ングモデルを模索しているようでした。
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　そのほかにも、「顧客ライフサイクルとセグメン
テーションを意識した、e-Marketing戦略をとれ」と

か、「e-Metrics（効果測定）を用いた、徹底したデー

タ解析をすべし」などなど、別に “e”がつかない
マーケティングでも、そのまま通用するプレゼン

テーションが多く見られました。聞くところによると、

昨年の1/2しかない会場や参加者の、さしずめ自省
の念が充満しているかのごとき今年の “Marketing

on the Internet”会議において、「インターネット・ビジ

ネスもe-Marketingも、基本に立ち返り、地に足つけ
て取り組もう！」という、ある意味で当たり前の「決意」

を感じた、今回のアメリカ出張でした。

1 http://www.digitas.com/

2 國領二郎（1999）『オープン・アーキテクチャ戦略』ダ
イヤモンド社　p.125他を参照

3 Hagel III, John and Arthur G. Armstrong (1999), Net
Gain, Harvard Business School Press, pp104-108.

4 現、情報通信政策研究会　http://red.glocom.ac.jp/
johoka/

5 松永真理（2000）『ｉモード事件』角川書店

6 http://www.avantgo.com/

7 http://www.wired.com/wired/archive/2.03/
context.html

「智場」記事一覧
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　「地球上に数千語以上あると言われる言語の中

で、コンピュータ上で、そしてインターネット上で読
んだり書いたりできる文字をもつ言語は少数に限ら

れてしまう。コンピュータで文字が扱えないというこ

とは、今やその言語が文字をもたないことに等しい
とする意見さえある。しかし、その理由は、コン

ピュータが英語圏で開発されたということにだけに

単純に結びつけられるものではない」というのが本
論文の問題意識である。

　「コンピュータで文字が扱えない」ということには、

文字の対応表（文字コード）、文字のデザイン（フォ
ント）、文字の入力方法、ソフトウェアの多言語対応

など、さまざまな問題がある。しかし、こうした問題

は、ソフトウェアの発展により、すべてとは言えない
が、技術的解決の可能性がひらけてきている。むし

ろ、コンピュータと言語の問題は、すでに、単に文字

を表示できるかどうかを超えた場での議論をする
段階に達したと筆者は指摘する。

　そこで筆者は、「言語計画（language planning）」

という視点をこの議論に導入する。言語計画とは、
社会言語学の用語であり、公用語の選択、言語教

育、文字政策など、社会におけることばの問題を解

決するために、言語やその言語がおかれた社会的
環境に働きかける過程のことである。

　言語計画の視点から見たとき、ある言語の文字

をコンピュータで使用可能にするということは、コン
ピュータやインターネットにおいて、その言語に「書

きことば」を与える作業、あるいは、その言語の書き

ことばの活動領域を拡大する作業であると考えら
れる。

　しかし、ある言語に対して、インターネットで書き

ことばとして使うための技術的解を与えたとしても、
それだけでその言語がインターネットで頻繁に利

用される言語になるとは限らない。社会的な規範、

文体、場面といった、その言語が書きことばとして

使われる文脈も同時に与えられなければならない。
　現代の社会生活において、インターネットによる

コミュニケーションのもつ意味は非常に大きくなって

おり、インターネット以外の社会生活にも、その影響
は及んでいく。その影響としてもっとも大きいのは、

「言語の死（language death）」である。つまり、イン

ターネットにおける書きことばの不在が、その言語
への評価や期待を低下させ、その結果、「言語の

死」にまでは至らないとしても、使用場面の限定、話

者数の減少という状態を導き出す。
　さらに、よりパーソナルなコミュニケーションの担

い手としてもインターネットは使用され、個人にとっ

ての表現手段としての意味をより強くもつため、出
版や放送などと比べても、個人の日常レベルの言

語生活に与える影響が大きい。その意味でも、イン

ターネットにおける書きことばの創出はすべての言
語にとって重要な課題である。

　コンピュータと言語のかかわりは、文字の多寡だ

けでなく、インターネットという文脈において、新たな
「書きことば」の問題として問い直す必要がある。こ

の問題は、まさに、言語計画の問題として単なる技

術者だけでなく、スピーチコミュニティ、話者、政治
的意志決定者といった、様 な々参加者の価値観を

考慮して解決されるべき問題である。

土屋大洋（主任研究員）

『インターネット上の
「書きことば」と言語計画』

上村圭介著

「智場」記事一覧
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『デジタルエコノミー2001
日本とアメリカ』

講師：手嶋彩子

竹中平蔵 監修　手嶋彩子 編

　2001年4月19日に、フジタ未来経営研究所の手
嶋彩子研究員によるIECP読書会があった。手嶋氏

は、本書の主要部分を構成する『D i g i t a l

Economy2000』（2000年6月、米国商務省刊行）の
全訳者で、この報告書の中にIT経済を読み解く鍵

が提供されているという。同氏によれば、1998年の

『The Emerging Digital Economy』、99年の『The
Emerging Digital EconomyⅡ』に続いて刊行され

たこの白書は、表題から“Emerging”の一語が取れ

ており、デジタル・エコノミーはすでに勃興期ではな
い、というわけである。1997年まではまだ残ってい

た、ITに対する懐疑的な見方がすっかり払拭され、

ITに対する期待に満ち満ちた内容になっていると
解説していた。しかし、現在、米国の経済も政治も

風向きが変わって来つつあるので、今年6月発行

予定の2001年版がどのように記述されているの
か、我 に々とっても興味深いところである。

　ITは米国のインフレ率を低下させ(1.8%/1998)、

IT産業はGDPの8.3%(2000)に過ぎないが、GDPの

実質経済成長率の1/3以上はIT産業の貢献による
もので、R&D投資全体でも約1/3に当たる448億ド

ルを占めた。90年代後半の労働生産性上昇に対

するIT寄与度は、50％以上に達した。従来指摘さ
れてきた、ITによって実際に生産性があがるのかと

いう「コンピュータの生産性パラドックス」は、コン

ピュータ利用による資本深化（Capital deepening＝
資本蓄積率が労働増加率を上回る資本蓄積過

程）とIT技術の進歩とによって解決された。ITに集

中投資した製造業における生産性向上は明らか
だが、サービス業の生産性は計測しにくく、統計上

もむしろ低下している点は、IT効果の分析の不備と

して指摘されている。雇用の状況については、ITの

労働力は1992年から98年にかけて160万人と倍増
したが、反面、 IT技能の有無によって需要も賃金も

格差が拡大している。

　低廉なネットワークが急拡大し、企業間取引では

大企業と中小企業間の役割が平等になった。ただ
し、米国製造業の2/3は電子取引を行っていない。

IT投資は、生産能力拡大よりも、結果として、イノ

ベーションによるコスト削減をもたらし、サプライ
チェーンの効率化によって在庫に影響されない経

営を実現した点が大きい。IT投資は、短期的には生

産性上昇に結びつかないものの、組織革新や人材
教育等の補完的な投資と組み合せることで、最も

効率的となる。

　米国は世界の他地域に比べて、(1)柔軟な財政

金融政策、(2)市場競争を徹底させる規制解除、(3)
直接金融市場によるベンチャーキャピタル、(4）流

動性のある労働市場、(5)ビジネス文化の5点で優

位性がある。インターネットとニューエコノミーとは、
相互に原因でもあり結果でもある。ニューエコノミー

はインフレなき経済成長、技術・企業経営・経済政

策の相乗効果による生産性の急成長に加えて、在
庫循環の短縮化（すなわち、景気落ち込みも早い

が回復も早い）という特徴が強調されている。

　このニューエコノミーブームが投資を牽引し、過
去5年間にIT産業が米国の実質成長率を1.5%程

度押し上げてきたと言える。逆説的だが、IT財の多

額な貿易赤字（660億ドル/1999）は、米国企業の海
外子会社による販売に起因するもので、米国企業

の売上収支としては860億ドルの黒字となった。な

お、最近のNASDAQの急落に対しては肯定説、否

1．ITの米国経済へのインパクト

2．ITのビジネスへの影響

3．なぜ米国がITから便益を得ているか
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定説、その中間の慎重な肯定説があるが、設備投
資の伸び率は鈍化（12%から2%へ）、サービス業を

除く雇用の減少、株価下落、ベンチャー淘汰があ

り、再び景気が上向くまでにはやや時間がかかるか
もしれないが、全体として調整局面という強気の見

方が根強い。経済成長率が高い米国・ノルウェー、

それを追いかける韓国・アイルランドに比べ、日本
と欧州は80年代より成長率が低く、特に日本の政策

対応が問われている。

　講義の後に行なわれた質疑応答と討論におい

ては、『Digital Economy2000』の記述に見られるい

くつかの矛盾点も指摘され、活発な討論が行なわ
れた。ITという極めて新しい技術による生産性や経

済成長へのインパクトの分析に、旧態依然たる経

済分析手法が使われていることへの批判、さらに
は、ITのおかげでインフレなき経済成長が可能で

あるかのごとき記述は、論証が不十分であるとの指

摘もあった。
小林寛三（フェロー）

「智場」記事一覧

http://www.glocom.ac.jp/top/publication.j.html
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●インフォメーション

国際情報発信プラットフォーム
（www.glocom.org）の5月の活動
（予定）は以下の通りです。

●論文

政府と国民との間で情報が共有さ
れるか、あるいは一部の人 の々間で
独占されてしまうかによって、国家
の情報に対する態度を区別するの
である。そして、この情報国家の三
つのタイプを念頭におきながら、主と
して米国を事例にとりあげて国家と
情報の関係を分析する。米国は世
界で最も競争力のある情報通信産
業を有し、世界の情報の流れを左
右することができる立場にあり、現
代の情報通信大国である。インター
ネット発祥の地でもある米国を抜き
して現代における情報と国家の問
題を語ることはできない。情報通信
分野におけるいくつかのトピックをと
りあげ、ケーススタディを行ない、歴
史的な考察と国際比較を織り込み
ながら、多角的に情報通信大国とし
ての米国の姿をとらえていくことに
したい。」
（「１ 情報技術は革命を起こせるか」
より抜粋）

1） 奥田 碩　トヨタ自動車会長（5
月7日掲載）

「ITをとりまく２つの重要な議論」
“Two Important Issues on
Information Technology”

2）篠原三代平一橋大学名誉教授
（5月14日掲載）
「成長率循環の効用---アメリカ
にリセッションは発生するのか」
“The Merits of the Growth
Cycle Model: Will the US Face
a Recession?”

3）西川善文三井住友銀行頭取（5
月17日掲載）

「経済構造改革に向けた金融面
の課題」

“Finacial Issues Toward the
Structural Reform of Japan's
Economy”

4） 北岡伸一東京大学教授（5月28
日掲載）

「小泉内閣について」
“On the Koizumi Administration”

and McCain”（5月7日掲載）

●討論

●メディア・レビュー

1）奥田論文へのコメント（5月28日
掲載）

2）篠原論文へのコメント（5月30日
掲載）
●スペシャル・トピックス
1) GLOCOM Report: “DOT Force

and Nonprofit Organizations”（5
月17日掲載）

2) 山田肇（GLOCOM客員教授）
“Japan Technology Review:
Science and Technology
Knowledge Platform”（5月22日
掲載）

1）James Schoff (US-Japan
Foundation)
 “Comparison between Koizumi

ご意見やご感想がありましたら下
記までお寄せ下さい。
宮尾（国際大学GLOCOM教授）：
miyao@glocom.ac.jp

●書評

●ニュースレター

●ニュース紹介

2）浜矩子（三菱総研経済調査部長）
“From Not Admitting to Not
Hiding: Japan's Farewell to
Inscrutability” （5月21日掲載）

1）Woo, Sachs and Schwab
(editors)
 “The Asian Financial Crisis:
Lessons for a Resilient Asia”
 (MIT Press) 2000年（5月8日掲載）

2）Ian Hargreaves, Sanna Inthorn
and Tammy Speers
 “From Sun-rise to Sun-set:
Japan in Britain's Newspapers
1990-2000”
 (Wales Media Forum, Cardiff,
UK) 2001年（5月14日掲載）

ニュースレター「月報・日本から
の発信！」6月号発行（5月23日
掲載）

「Japan in the News」で海外の新
聞に掲載された日本に関する記
事をリンク（毎日掲載）

　「情報国家には三つのタイプがあ
ると考える。つまり、独占型情報国
家、ガバメント型情報国家、ガバナ
ンス型情報国家である。この三つの
タイプは、情報独占と情報共有のど
ちらを重視するかによって位置づけ
られる。つまり国家の内外あるいは

『情報とグローバル・ガバナンス
――インターネットからみた国家』
土屋大洋著
慶應義塾大学出版会
ISBN4-7664-0840-3
A5版並製、197頁、2000年4
月11日発行、本体3,200円

新刊紹介

国際情報発信プラット
フォーム（www.glocom.org）
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